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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

 

回次 第69期 第70期 第71期 第72期 第73期

決算年月 平成16年３月平成17年３月平成18年３月平成19年３月平成20年３月

売上高 (百万円) 16,189 14,607 17,298 21,333 24,380

経常利益 (百万円) 286 502 495 902 736

当期純利益 (百万円) 132 273 305 578 406

純資産額 (百万円) 4,709 4,823 5,900 6,536 6,578

総資産額 (百万円) 11,941 11,658 12,108 15,960 13,651

１株当たり純資産額 (円) 323.76 331.82 370.58 405.27 408.26

１株当たり当期純利益
金額

(円) 8.27 18.35 20.32 36.40 25.56

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 39.4 41.4 48.7 40.4 47.5

自己資本利益率 (％) 2.8 5.7 5.7 9.4 6.3

株価収益率 (倍) 26.5 14.7 18.5 8.5 10.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 518 14 754 △652 1,987

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △935 △287 △309 △728 △249

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △251 60 433 914 △631

現金及び現金同等物の
期末残高

(百万円) 1,355 1,163 2,074 1,636 2,616

従業員数 (名) 427 422 501 544 542

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。

３　純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

　（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業

会

　　計基準適用指針第８号）を適用しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

 

回次 第69期 第70期 第71期 第72期 第73期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高
(百万

円)
12,507 11,246 10,753 9,966 12,106

経常利益
(百万

円)
219 439 377 338 368

当期純利益
(百万

円)
105 263 237 187 160

資本金
(百万

円)
1,503 1,503 1,503 1,503 1,503

発行済株式総数 (株) 16,800,00016,800,00016,800,00016,800,00016,800,000

純資産額
(百万

円)
4,694 4,785 5,767 5,899 5,785

総資産額
(百万

円)
11,106 10,311 10,706 12,685 11,076

１株当たり純資産

額
(円) 322.72 329.22 362.22 371.06 364.09

１株当たり配当額
(内１株当たり
中間配当額)

(円)

(円)

4.00

(　―)

5.00

(2.50)

5.00

(2.50)

5.50

(2.50)

8.00

(4.00)

１株当たり当期純
利益
金額

(円) 6.48 17.69 15.72 11.80 10.08

潜在株式調整後１
株当
たり当期純利益金
額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 42.3 46.4 53.9 46.5 52.2

自己資本利益率 (％) 2.2 5.6 4.5 3.2 2.7

株価収益率 (倍) 33.8 15.3 23.9 26.2 26.4

配当性向 (％) 61.7 28.3 31.8 46.6 79.4

従業員数 (名) 248 248 230 228 236

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。
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３　純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

　（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業

会

　計基準適用指針第８号）を適用しております。
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２ 【沿革】

昭和26年６月　　元取締役社長三谷隆一が東京都豊島区に成光電機工業株式会社を設立し、露出計の

製造販売を開始

昭和33年４月　　本店を東京都千代田区神田旭町14に移転

昭和35年６月　　華北電機工業㈱、セコニック部品㈱を吸収合併し、東京工場として発足

昭和35年８月　　商号を㈱セコニックに変更

昭和37年２月　　本店を現在地の東京都練馬区大泉学園町７－24－14に移転

昭和37年11月　　池田工場(現　安曇野事業所)を開設(長野県北安曇郡池田町)

昭和38年５月　　東京証券取引所の市場第二部に株式を上場

昭和45年３月　　子会社の㈱福島セコニックを設立(現連結子会社)

昭和46年５月　　コニカ㈱の乾式電子写真複写機の製造を受託

昭和47年９月　　子会社の㈱江川製作所(㈱会津セコニックに商号変更)を設立

昭和49年10月　　工業計測記録計の製造販売を開始

昭和59年６月　　光学式マーク読取装置の製造販売を開始

昭和60年６月　　子会社の㈱エリックス(現㈱函館セコニック)を設立(現連結子会社)

平成４年10月　　電子式温湿度記録計の製造販売を開始

平成５年４月　　光学式文字読取装置の製造販売を開始

平成12年４月　　コニカ㈱の複写機本体国内生産分の製造を全面的に受託

平成12年10月　　子会社の㈱福島セコニックと㈱会津セコニックが合併(存続会社㈱福島セコニッ

ク)

平成14年10月　　子会社の㈱福島セコニックでＣＣＤ監視カメラの製造販売を開始

平成16年11月　　子会社のセコニック電子（常熟）有限公司（中国江蘇省常熟市）を設立

　　　　　　　　（現連結子会社）

平成16年12月　　子会社のセコニック（香港）有限公司を設立（現連結子会社）
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３ 【事業の内容】

当社の企業集団は当社及び子会社４社で構成し、その事業は主として事務機器、電装機材及び光

学電子情報機器の製造販売であります。

なお、従来、事業区分につきましては「事務機器」「電装機材」「光学電子情報機器」「不動産

賃貸」「その他」の5セグメントとしておりましたが、「その他」につきましては一セグメントと

しては事業規模が僅少であり、他の事業区分に集約することにより事業内容を明確化いたします。

つきましては、当連結会計年度より「その他」を廃止し、事業の種類ごとに区分のうえ、「事務機

器」「電装機材」「光学電子情報機器」「不動産賃貸」の4セグメントに変更することといたしま

した。

また、監視カメラにつきましては、従来「電装機材」としておりましたが、事業の実態をより的確

に反映させるため、当連結会計年度より「光学電子情報機器」が適当と判断し区分変更いたしまし

た。

 

当社グループの事業に係る位置づけ及び事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりでありま

す。

 

 

事務機器……………… 主な製品は複写機オプション・ユニット、プリンタ、プロッタでありま
す。当社及びセコニック（香港）有限公司が製造販売し、製品の大部分
は事務機器メーカーに納入しております。

電装機材……………… 主な製品は基板実装、束線、無機エレクトロ・ルミネッセンス（ＥＬ）
であります。株式会社福島セコニック及びセコニック電子（常熟）有限
公司が製造販売する他、株式会社函館セコニックが製造し、当社で仕入
れております。製品は、カメラ機器、家電機器、通信機器、光学機器メー
カー及び販売代理店に納入しております。

光学電子情報機器…… 主な製品は露出計、光学式マーク読取装置(ＯＭＲ)、監視カメラ、記録
計、温湿度記録計、粘度計であります。当社、株式会社福島セコニック及
びセコニック電子（常熟）有限公司が製造販売しております。製品は、
情報機器メーカー、販売代理店及びユーザーに納入しております。

不 動 産 賃 貸………当社が本社用地に建設した商業施設を賃貸しております。
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事業の系統図は次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

 

名称 住所
資本金
又は出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合(％)

被所有割合
(％)

(連結子会社)       

㈱福島セコニック
福島県南会津
郡
下郷町

140
電装機材・
光学電子情
報機器

100.0―

当社製品の一部を製造し
ております。
役員の兼任等　4名
貸付・債務保証・
担保提供有り

㈱函館セコニック 北海道函館市 150電装機材 100.0─

当社製品の一部を製造し
ております。
役員の兼任等　2名
貸付・債務保証有り

セコニック（香港）有限公司 中国香港九龍
3,000

千香港ドル
事務機器 100.0─ 役員の兼任等　2名

セコニック電子（常熟）有限

公司

中国江蘇省
常熟市

5,200
千米ドル

電装機材・
光学電子情
報機器

85.0 ─
役員の兼任等　1名
貸付有り

(その他の関係会社)       

ＣＢＣ㈱
 
東京都中央区 850

合成樹脂・
化成品・
電子機材・
その他

─ 29.5

監視カメラ事業の最大の
得意先であります。また、
当社が粘度計の受託生産
を行っております。
役員の兼任等　1名

(注) １　連結子会社の「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２　セコニック電子（常熟）有限公司は、特定子会社であります。

３　セコニック（香港）有限公司およびセコニック電子（常熟）有限公司については、売上高（連結会社相

互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％を超えております。

　　　　　　主要な損益情報等

区　分 セコニック（香港）有限公司 セコニック電子（常熟）有限公司

売上高　　　　(百万円) 8,278 5,059

経常利益　　　(百万円) 185 18

当期純利益　　(百万円) 153 18

純資産額　　　(百万円) 256 608

総資産額　　　(百万円) 1,562 1,648

 

５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年３月31日現
在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

事務機器事業 87

電装機材事業 265

光学電子情報機器事業 159

全社(共通) 31

合計 542

(注)　従業員数は就業人員であります。
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(2) 提出会社の状況

平成20年３月31日現
在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

236 43.7 18.3 5,490

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 

(3) 労働組合の状況

当社グループの労働組合は、セコニック労働組合が組織されており、平成20年３月31日の組合員

数は168名で、何れの団体にも属さず、自主的に運営されており特記すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、前半は企業収益が堅調に推移し景気は緩やかに拡大して

おりましたが、後半は米国経済の減速懸念や急激な円高の進行、原油・原材料価格の高騰などによ

り景気は減速いたしました。

このような状況のもと、当社グループは、中期経営計画「C&C2007PLAN」を達成するため、露出計

等の新製品を市場投入し拡販および受注活動を積極的に展開する一方、社内生産管理システムの再

構築に取り組み事業基盤の強化をはかりました。

この結果、売上高は24,380百万円となり前期に比べ3,047百万円の増加（前期比14.3％の増加）

となり、利益面では、営業利益が1,018百万円（前期比12.5％の増加）となりました。また、経常利益

は、為替差損265百万円の計上等により736百万円（前期比18.4％の減少）となり、当期純利益は、

406百万円（前期比29.8％の減少）となりました。

 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

①事務機器事業

事務機器事業においては、複写機周辺機器の海外生産およびプロッタの受注量が増加したことに

より、売上高は12,086百万円となり前期比759百万円の増加（前期比6.7％の増加）となり、営業利

益は264百万円（前期比134.1％の増加）となりました。

②電装機材事業

電装機材事業は、無機エレクトロ・ルミネッセンス（ＥＬ）の受注が減少したものの、デジタル

カメラ用基板実装の売上が大幅に増加したため、、売上高は5,416百万円となり前期比1,112百万円

の増加（前期比25.9%の増加）となり、営業利益は311百万円となり前期比15百万円の増加（前期比

5.2％の増加）となりました。

③光学電子情報機器事業

光学電子情報機器部門は、光学式マーク読取装置（ＯＭＲ）が前期比横ばいだったものの、監視

カメラおよび露出計の受注が順調に伸びたため、売上高は6,673百万円となり前期比1,174百万円の

増加（前期比21.4%の増加）となりました。また、営業利益は露出計の売上増加により759百万円と

なり前期比14百万円の増加（前期比1.9％の増加）となりました。

④不動産賃貸事業

不動産賃貸事業は、本社用地に建設した商業施設の賃貸により、売上高は204百万円（前期と同

額）となりました。また、営業利益は164百万円となり前期比1百万円の増加（前期比1.2％の増加）

となりました。

 

なお、第１［企業の概況］の３［事業の内容］に記載のとおり、当連結会計年度より事業の種類

別セグメントを変更しております。この結果従来の方法に比較して当連結会計年度の売上高は、

「事務機器」が214百万円増加、「電装機材」が3,297百万円減少、「光学電子情報機器」が3,729百

万円増加しております。部門別の業績における前年同期については、変更後の事業区分によった数

値としております。
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　所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。

①日本

事務機器事業の複写機周辺機器およびプリンタ、電装機材事業の無機エレクトロ・ルミネッセン

ス（ＥＬ）の受注が減少したものの、光学電子情報機器事業が堅調に推移したことにより、売上高

は14,157百万円（前期比0.9％の減少）、営業利益は1,274百万円（前期比6.9％の増加）となりまし

た。

②東南アジア

中国の現地法人２社の生産が拡大し、事務機器事業、電装機材事業および光学電子情報機器事業

の売上がそれぞれ順調に伸びたことにより、売上高は13,338百万円（前期比47.7％の増加）、営業利

益は210百万円（前期比66.5％の増加）となりました。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物(以下「資金」という。）の収支は、979百万円とな

り当連結会計年度末の残高は、前連結会計年度末に比べて59.8％増加し、2,616百万円となりまし

た。

（営業活動によるキャッシュフロー）

当連結会計年度末における営業活動の資金の収支は、1,987百万円（前連結会計年度△652百万

円）となりました。

これは、税金等調整前当期純利益745百万円（前連結会計年度865百万円）、減価償却費355百万

円（前連結会計年度293百万円）、売上債権の減少1,954百万円（前連結会計年度は売上債権の増

加2,811百万円）、棚卸資産の減少910百万円（前連結会計年度は棚卸資産の増加876百万円）お

よび仕入債務の減少1,668百万円（前連結会計年度は仕入債務の増加2,145百万円）等があった

ことによるものです。

（投資活動によるキャッシュフロー）

当連結会計年度末における投資活動の資金の収支は、△249百万円（前連結会計年度△728百万

円）となりました。これは、有形固定資産の取得による支出204百万円（前連結会計年度712百万

円）をしたこと等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュフロー）

当連結会計年度末における財務活動の資金の収支は、△631百万円（前連結会計年度914百万

円）となりました。

これは、配当金の支払い111百万円（前連結会計年度79百万円）、短期借入金の減少292百万円

（前連結会計年度は短期借入金の増加544百万円）、長期借入金の返済による支出200百万円（前

連結会計年度107百万円）等によるものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前期比増減率(％)

事務機器事業 11,411 14.3

電装機材事業 5,389 25.3

光学電子情報機器事業 6,176 21.5

合計 22,976 18.6

(注) １　金額は販売価格によります。
２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。
３　セグメント間の取引については、相殺消去しております。

 

(2) 受注状況

当社グループは、長期契約等による受注はなく、自社ブランド製品の生産は需要予測に基づく見

込生産、生産受託による製品の生産は得意先の生産計画を考慮した見込生産を主体としているの

で、販売高に占める受注生産高の割合は僅少であります。

 

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前期比増減率(％)

事務機器事業 12,086 6.7

電装機材事業 5,416 25.9

光学電子情報機器事業 6,673 21.4

不動産賃貸事業 204 －

合計 24,380 14.3

(注) １　最近２連結会計年度における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は
次のとおりであります。

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

KONICA　MINOLTA　BUSINESS
TECHNOLOGIES　MANUFACTURING(HK)LTD.

5,768 27.0 7,325 30.0

コニカミノルタビジネステクノロジーズ
株式会社

3,144 14.7 2,554 10.5

ＣＢＣ株式会社 2,270 10.6 2,887 11.8

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。
３　セグメント間の取引については、相殺消去しております。
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３ 【対処すべき課題】

当社グループを取り巻く経営環境は厳しい状況でありますが、以下の施策に取り組んでまいりま

す。

①営業戦略

製品毎に販売戦略の明確化を徹底し、海外マーケットへ積極的に展開します。また、開発部門との連

携によるシステム提案力の強化、他社との協業、連携による提案型営業の強化を推進します。

②開発戦略

開発力強化による新製品開発期間の短縮と完成度を向上させ、他社との積極的な技術提携により多

用途化をはかります。また、映像処理技術など当社独自技術の確立を目指し、市場のニーズに応える新

製品を開発してまいります。

③生産戦略

国内生産につきましては、更なる生産性向上と間接部門の効率化をはかり、少量多品種生産および

短納期生産に対応できる管理体制を構築するとともに、海外生産につきましては、中国の現地法人２

社の管理機能向上を目指します。また、新たに資材センターを設置し、セコニックグループの資材調達

力を強化してまいります。

④内部統制システムの構築

会社法および金融商品取引法に対応すべくコンプライアンス経営を基本とし、諸規定の整備、業

務プロセスの見直し等、内部統制システムの構築に引き続き取り組んでまいります。

 

 

４ 【事業等のリスク】

当社グループの経営成績、株価および財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のよ

うなものがあります。文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末（平成20年３月31日）現

在において当社グループが判断したものであります。

（１）海外生産について

　当社グループは、事務機器および光学電子情報機器の一部を中国およびフィリピンの現地取

引先に生産を委託しており、その生産比率は当社グループ全体の約40％となっております。さ

らに、連結子会社のセコニック電子(常熟)有限公司にて電装機材および光学電子情報機器の生

産を行っており、これらの生産拠点において、戦争・テロ等の政治的リスク、予期しない法律や

規制の変更等の社会的リスク、景気動向や為替変動等の経済的リスクが存在するため、これら

の事象が生じた場合には、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

（２）新製品開発について

　当社グループは、競争力を維持し成長していくためには新製品の開発が重要となります。その

ため、相当な費用を投入し、光学電子情報機器を中心に新製品の開発を行っておりますが、

新製品の開発がタイムリーに行えない場合、また、現行製品から新製品への移行が適切に行えな

い場合、競争力が低下する危険性が存在します。また、競合他社に新技術の特許を取得されるこ
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とにより、生産・販売の停止やロイヤリティーの支払いによる利益率の低下が生じた場合には、

当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

 

（３）部品在庫について

当社グループは、事務機器部門等において受託生産を行っておりますが、顧客の受注に迅速に

対応するため、一部の部品について予測に基づき部品メーカーに発注しております。生産管理シ

ステムの改善や顧客生産情報の入手等によりリードタイムを短縮し確定発注に努めております

が、予測通りの受注とならない場合、在庫の処分損を計上することとなり、当社グループの業績

に影響を与える可能性があります。

 

 

５ 【経営上の重要な契約等】

 

会社名 相手先 契約内容 契約期間

当社
コニカミノルタビジネステクノ
ロジーズ株式会社

複写機オプション・ユニットの
製造受託契約

自昭和51年４月21
日
至平成21年４月20
日

当社 株式会社いなげや
セコニックビルの定期建物賃貸
借契約

自平成15年12月３
日
至平成35年12月２
日

セコニック(香港)
有限公司

Konica Minolta
Business Technologies
Manufacturing(HK）LTD.

複写機オプション・ユニットの
製造受託契約

自平成20年６月１
日
至平成21年５月31
日

 

 

６ 【研究開発活動】

当社グループは全社の事業戦略に基づいて長期の開発計画を立て、それに沿って各開発、設計部門

において新製品の開発を進めております。

なお、当連結会計年度に支出した研究開発費の総額は564百万円であり、主として光学電子情報機器

事業であります。

 

主な研究開発

・光学電子情報機器事業

写真機材部門については、新しい分野でありますカラーメーターＣ－５００の製品開発を完了

し、発売開始しました。

映像機器部門については、引き続き高機能ＣＣＤドーム型監視カメラおよびその派生機種の開発

と、次世代の製品であるネットワーク型カメラの開発にも着手しました。

ＣＢＣ株式会社から生産委託を受けております粘度計につきまして、高機能の新製品開発を継続

し、１機種の開発を完了して販売活動を開始いたしました。

 

・電装機材事業
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引き続き携帯電話向けのＥＬ受託開発を継続すると共に、次世代タイプのＥＬ製品の開発に注力

しました。

 

EDINET提出書類

株式会社セコニック(E02287)

有価証券報告書

 15/102



７ 【財政状態及び経営成績の分析】

（１）財政状態についての分析

当社は適切な流動性の維持、事業活動のための資金確保および健全なバランスシートの維持を財

務方針としています。当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末（以下「前期末」という）

比2,309百万円減少して、13,651百万円となりました。流動資産は同1,774百万円減少の9,283百万

円、固定資産は同534百万円減少の4,367百万円となりました。

流動資産減少の主な原因は、売上債権および棚卸資産の減少によるものであります。

固定資産のうち有形固定資産は、前期末比224百万円減少の2,962百万円となりました。

投資有価証券は、前期末比336百万円減少の1,210百万円となりました。その減少の要因は、上場株

式の株価下落による時価評価差益の減少によるものであります。

当連結会計年度末の総負債は、前期末比2,350百万円減少の7,073百万円となりました。流動負債

は同1,801百万円減少の5,820百万円、固定負債は同548百万円減少の1,253百万円となりました。

流動負債の減少の要因は、買入債務が前期末比1,668百万円減少し3,448百万円となり、短期借入

金が前期末比88百万円減少し1,513百万円となったことによるものであります。

固定負債の減少の要因は、長期借入金が前期末比404百万円減少し、209百万円となったことや繰

延税金負債が前期末比90百万円減少の136百万円となったことによるものであります。

当連結会計年度末の純資産は、前期末比41百万円増加し、6,578百万円となりました。増加の主な

要因は、利益剰余金が増加したことによるものであります。

この結果、自己資本比率は、前期末の40.4％から47.5％となり、1株当たり純資産額は、前期末の

405.27円から408.26円となりました。

 

（２）キャッシュ・フローの分析

当連結会計年度における現金及び現金同等物の期末残高は、979百万円増加し2,616百万円となり

ました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは1,987百万円の現金及び現金同等物の増加となりました。

その主な内訳は、税金等調整前当期純利益745百万円、減価償却費355百万円、売上債権の減少1,954

百万円および棚卸資産の減少910百万円等であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは249百万円の現金及び現金同等物の減少となりました。そ

の主な内訳は、有形固定資産の取得による支出204百万円等であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは631百万円の現金及び現金同等物の減少となりました。そ

の主な内訳は、短期借入金および長期借入金の減少492百万円等であります。

 

（３）経営成績についての分析

当連結会計年度は、事務機器事業における海外生産が増加したことにより、売上高は前連結会計

年度比（「以下「前期比」という）759百万円の増加となりました。また、電装機材事業において基
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板実装の需要が増加したことにより、売上高は前期比1,112百万円の増加となりました。また、海外

市場において露出計の需要が伸びたことにより、光学電子情報機器事業の売上高は前期比1,174百

万円増加いたしました。

以上の結果、売上高は24,380百万円となりました。

利益面につきましては、売上高の増加と原価低減および固定費の削減により、営業利益は前期比

112百万円増加し1,018百万円（営業利益率4.2％）となりました。経常利益につきましては、為替差

損265百万円の発生（前期は為替差益7百万円）があり、前期比166百万円減少の736百万円（経常利

益率3.1％）となりました。

特別損益は、受取補助金17百万円等により9百万円の利益となり、税金等調整前当期純利益は、前

期比120百万円減少し745百万円となりました。

当期純利益は、法人税、住民税及び事業税を259百万円計上し、406百万円（当期純利益率1.7％）

となりました。

 

（４）経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案す

るよう努めておりますが、将来の成長を確固たるものとするために、以下の重点テーマの早期達成

に向けて、セコニックグループの総力をあげて取り組んで参ります。

①自社ブランド事業、生産受託事業および部品事業を会社の三本柱とし、売上規模の増大と付加

価値向上による収益拡大を目指す。

②自社ブランド事業は、製品開発力強化に経営資源を優先配分するとともに、製品単体の販売だ

けでなく、システム販売を含めたソリューションビジネスへと発展させる。また、中小規模の

市場をターゲットとし、参入する市場においてナンバーワンを目指し、トータルとして自社ブ

ランドの価値を高める。

③生産受託事業は、海外現地法人を活用し海外生産展開力の更なる強化を行う。また、国内生産

拠点では、競争力の確保とともに事業付加価値を高め、新規顧客開拓を積極的に行う。

④部品事業は、国内外の子会社への設備投資による能力増強および生産性向上をはかり顧客

ニーズに対応する。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当社グループは当連結会計年度において158百万円の設備投資（無形固定資産を含む）を実施いた

しました。

事業の種類別セグメントの設備投資について示すと次のとおりです。

 

（1）事務機器事業

当連結会計年度の主な設備投資は、子会社において生産管理用設備等を中心に3百万円の投資

を実施いたしました。なお、重要な設備の除却または売却はありません。

 

（2）電装機材事業

当連結会計年度の主な設備投資は、子会社において基板生産設備等を中心に28百万円の投資

を実施いたしました。なお、重要な設備の除却または売却はありません。

 

（3）光学電子情報機器事業

当連結会計年度の主な設備投資は、当社において金型の購入等を中心に123百万円の投資を実

施いたしました。なお、重要な設備の除却または売却はありません。

 

（4）不動産賃貸事業

当連結会計年度の主な設備投資は、ありません。

 

（5）全社共通

当連結会計年度の主な設備投資は、ありません。
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２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

平成20年３月31日現
在

事業所名
(所在地)

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物及び

構築物

機械装置
及び運搬
具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

安曇野事業所
(長野県北安曇
郡池田町)

事務機器、
光学電子情
報機器

複写機等
生産設備

344 32
380
(30)

68 825 112

本社
(東京都練馬区
他)

不動産賃貸、
全社的管理
業務・開発
業務・販売
業務

賃貸用商業
施設、研究開
発
その他の設
備

523 0
339
(12)

92 956 124

(注) １　その他は、工具器具備品および無形固定資産であります。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2) 国内子会社

平成20年３月31日現
在

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種
類別セグ
メントの
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物及び

構築物

機械装置
及び運搬
具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

株式会社
福島セコ
ニック

福島県
南会津
郡下郷
町他

電装機材、
光学電子
情報機器

監視カメ
ラ・基板
実装生産
設備等

98 61
25
(6)

［25］
34 220 160

株式会社
函館セコ
ニック

北海道
函館市

電装機材

無機エレ
クトロ・
ルミネッ
センス生
産設備

123 99
118
(13)

3 345 21

(注) １　その他は、工具器具備品および無形固定資産であります。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　株式会社福島セコニックは土地を賃借しており、年間賃借料は4百万円であります。土地の面積について

は、［　］で外書きしております。

 

(3) 在外子会社

平成20年３月31日現
在

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種
類別セグ
メントの
名称

設備の内
容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

セコニッ
ク 電 子
(常熟)有
限公司

中国江
蘇省常
熟市

電装機材、
光学電子
情報機器

監視カ
メラ・
基板実
装生産
設備等

105 486
－
(－)
［11］

61 652 115

(注) １　その他は、工具器具備品および無形固定資産であります。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　建物及び構築物、土地を賃借しており、土地の面積については、［　］で外書きしております。
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

特記すべき事項はありません。

 

(2) 重要な設備の除却等

特記すべき事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年６月27日)

上場金融商品取引
所名又は登録認可
金融商品取引業協

会名

内容

普通株式 16,800,00016,800,000
東京証券取引所
(市場第２部)

―

計 16,800,00016,800,000― ―

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】
 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成元年４月１日

(注)
2,118,28616,800,000809 1,503 809 1,442

(注)　有償・一般募集
　　　発行価格　　764円
　　　資本組入額　382円

 

(5) 【所有者別状況】
平成20年３月31日現
在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

0 10 20 49 10 0 1,9772,066 ―

所有株式
数
(単元)

0 2,080 409 6,514 163 0 7,42816,594206,000

所有株式
数
の 割 合
(％)

0.00 12.542.46 39.260.98 0.00 44.76100.00 ―

(注) １　自己名義株式は、「個人その他」に908単元、「単元未満株式の状況」に503株が含まれております。

 

(6) 【大株主の状況】
平成20年３月31日現
在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ＣＢＣ株式会社 東京都中央区月島２丁目15番13号 4,628 27.55

株式会社みずほコーポレート銀

行
東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 710 4.23

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内１丁目６番６号日
本生命証券管理部内

557 3.32

オリンパス株式会社 東京都新宿区西新宿２丁目３番１号 421 2.51

株式会社いなげや 東京都立川市栄町６丁目１番１号 400 2.38

セコニック持株会 東京都練馬区大泉学園町７丁目24番14号 354 2.11

ハヤカワ電線工業株式会社 兵庫県姫路市西延末422番地 350 2.08

長島梱包株式会社 東京都渋谷区恵比寿１丁目22番21号 350 2.08

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 323 1.93
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日本証券金融株式会社
東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番10

号
182 1.08

計 ― 8,277 49.27

(注) １　日本証券金融株式会社の所有株式は、全て証券金融業務に係わるものであります。
　　 ２　当社は自己株式908千株（5.41％）を保有しておりますが、上記には含めておりません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現
在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 908,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

15,686,000
15,686 ―

単元未満株式 普通株式 206,000 ― １単元( 1,000株)未満の株式

発行済株式総数 16,800,000― ―

総株主の議決権 ― 15,686 ―

(注) １　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式503株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現
在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社セコニック

東京都練馬区大泉学園
町
７－24－14

908,000― 908,000 5.40

計 ― 908,000― 908,000 5.40

 

(8) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
 

【株式の種類等】 会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得
 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 7,274 2,667

当期間における取得自己株式 1,001 257

(注)当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未

満

　　株式の買取りによる株式数は含めておりません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】
 

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株

式
― ― ―― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(　―　) ― ― ― ―

保有自己株式数 908,503 ― 909,504 ―

(注)当期間における保有自己株式数には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元

未

　　満株式の買取りによる株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、株主の皆様への利益還元を経営の最重要課題のひとつとして認識しております。

利益配分につきましては、将来の事業拡大と収益性の向上をはかるために必要な内部留保資金を確

保するとともに、収益の状況を勘案しつつ安定的な配当を継続し、引き続き企業価値の向上に努めて

まいります。

当社の剰余金の配当は、中間配当および期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の

決定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

当期は諸般の事情を総合的に勘案して、１株当たり年間配当金を８円（うち中間配当金４円、期末

配当金４円の計８円）としております。

なお、当社は会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定款に定めており

ます。

 

(注)　基準日が当期に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円 銭）

平成19年11月16日
取締役会決議

63 ４円　00銭

平成20年６月26日
定時株主総会決議

63 ４円　00銭

 

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

回次 第69期 第70期 第71期 第72期 第73期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高(円) 229 297 444 386 473

最低(円) 107 175 240 251 247

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部における株価を記載しております。

 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

 

月別
平成19年
10月

11月 12月
平成20年
１月

２月 ３月

最高(円) 439 473 397 360 330 313

最低(円) 380 328 353 270 255 247

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部における株価を記載しております。
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５ 【役員の状況】
 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役
社長

－ 荒　井　　　宏
昭和22年10月18日

生

昭和43年４月

平成４年７月

平成12年４月

平成13年４月

 

平成13年６月

平成15年６月

平成16年６月

平成17年６月

平成18年１月

当社入社

池田工場管理部長

安曇野事業所生産管理部長

株式会社福島セコニック代表取

締役社長

執行役員

取締役

安曇野事業所長

常務取締役

代表取締役社長(現在)

(注)３ 22

常務取締役
機器事業部
リーダー

隅　田　和　行
昭和23年12月13日

生

昭和47年３月

平成７年４月

平成16年７月

平成17年６月

 

平成18年６月

平成18年６月

平成20年６月

当社入社

機器事業本部第二開発部長

理事

執行役員(現在)　計測・映像機

器事業部リーダー

機器事業部リーダー(現在)

取締役

常務取締役(現在)

(注)３ 8

常務取締役
電装事業部
リーダー

広　沢　　寛
昭和22年５月31日

生

昭和46年４月

平成５年１月

平成12年10月

平成12年10月

平成13年６月

平成16年４月

 

平成18年６月

平成18年６月

平成20年６月

株式会社日立製作所入社

同社情報通信事業部資材部長

当社入社

理事

執行役員(現在)

株式会社福島セコニック代表取

締役社長(現在)

電装事業部リーダー(現在)

取締役

常務取締役(現在)

(注)３ 10

取締役
生産事業部
リーダー

森　口　博　行
昭和21年７月３日

生

昭和49年４月

平成７年２月

 

平成15年４月

 

平成15年10月

 

 

平成16年６月

平成19年６月

平成20年４月

小西六写真工業株式会社入社

同社情報機器事業本部サプライ

生産事業部長

コニカビジネステクノロジーズ

株式会社取締役事業戦略室長

コニカミノルタビジネステクノ

ロジーズ株式会社取締役化成品

事業本部長

同社常務取締役事業統括本部長

当社取締役(現在)

執行役員生産事業部リーダー

(現在)

(注)３ 4

取締役 － 大 和 田　孝 泰
昭和19年９月16日

生

昭和42年３月

 

平成９年４月

平成12年４月

平成13年４月

平成17年６月

中外貿易株式会社(現ＣＢＣ株

式会社)入社

同社取締役

同社常務取締役

同社代表取締役専務(現在)

当社取締役(現在)

(注)３ －

常勤監査役 － 松　本　　　寿
昭和22年１月14日

生

昭和45年４月

平成12年６月

平成13年６月

平成14年３月

平成16年６月

平成20年６月

株式会社日本興業銀行入行

当社入社　取締役経理部長

執行役員

取締役総務部リーダー

常務取締役

常勤監査役(現在)

(注)４ 18
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

監査役 － 松　村　圭　祐
昭和16年２月27日

生

昭和39年４月

平成４年６月

平成10年６月

平成12年６月

平成15年６月

平成18年１月

平成18年６月

株式会社日本興業銀行入行

当社入社　取締役

常務取締役

監査役

監査役退任

顧問

監査役(現在)

(注)５ 19

監査役 － 堤　　　淳　一
昭和16年６月25日

生

昭和42年４月

昭和54年８月

弁護士登録(現在)

当社監査役(現在)
(注)６ 1

監査役 － 村　田　憲　司
昭和20年６月21日

生

昭和48年３月

平成17年６月

公認会計士登録(現在)

当社監査役(現在)
(注)７ 5

計 87

(注) １　取締役大和田孝泰は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

     ２　監査役堤淳一、村田憲司は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

     ３　任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会終結の時

までであります。

     ４　任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年３月期に係る定時株主総会終結の時

までであります。

     ５　任期は、平成18年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年３月期に係る定時株主総会終結の時

までであります。

     ６　任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定時株主総会終結の時

までであります。

     ７　任期は、平成17年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会終結の時

までであります。

       ８　当社では、意思決定・監督と業務執行の機能分担を可能な限り明確にすることにより、取締役会改革と

           ともに業務執行体制の強化を図るため、執行役員制を導入しております。執行役員は取締役兼務者３名

           を含む８名で、主な担当職務は以下のとおりであります。

《執行役員》 隅田　和行　　機器事業部リ－ダ－

　　　　　　 広沢　　寛　　電装事業部リ－ダ－、セコニック電子（常熟）有限公司董事長

　　　　　　 　　　　　　 森口　博行　　生産事業部リ－ダ－

　　　　　　　　　芹田　寿樹　　株式会社函館セコニック代表取締役社長

　　　　　　 　　　　　　 平林　純一　　セコニック（香港）有限公司董事長

　　　　　　 　　　　　　 黒井　一也　　資材センタ－長

　　　　　　 　　　　　　 小林　正　　　株式会社福島セコニック代表取締役社長

　　　　　　 　　　　　　 荒木　強　　　総務部リ－ダ－

     ９　当社では、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠

監査役１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

石　黒　保　雄 昭和44年４月２日生

平成８年４月

 

東京弁護士会登録(現在)

堤・安田法律事務所(現:丸の内

中央法律事務所)入所(現在)

(注) －

　　　　　　　（注）補欠監査役の任期は、就任した時から退任した監査役の任期の満了の時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

・当社は、経営の効率化および透明性を確保し、ステークホルダーの期待に応え、企業価値を増大

させることがコーポレート・ガバナンスの基本であり、経営の最重要課題の一つであると認識し

ております。このため、執行役員制度を導入し、経営の意思決定を行う取締役と業務執行を担当す

る執行役員との役割分担を明確にすることにより、取締役会の活性化と経営意思決定の迅速化を

推進し、健全かつ安定した経営体制の構築に努めております。

 

②コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

イ．会社の経営上の意思決定、執行および監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバ

ナンス体制の状況

・経営管理組織としましては、重要な業務執行に関する意思決定機関並びに執行役員の業務執

行監督機関として、「取締役会」を原則毎月１回開催しております。また、「経営会議」を原則

毎週１回開催し、社内規程に定められた決裁権限に従って迅速かつ機動的な意思決定を行って

おります。

・監査役は提出日現在４名中２名が社外監査役であり、取締役の業務執行を客観的な立場にお

いて監査しており、「監査役会」を原則毎月１回開催しております。

・会計監査人は東陽監査法人を選任し、監査契約を結び正しい経営情報を提供し、公正不偏な立

場から監査が実施される環境を整備しております。また、監査役と会計監査人は、相互に情報交

換や意見交換を行って連携を密にし、監査の実効性と効率性を高めております。

・内部統制としましては、社長直轄部署として内部監査室を設置し、会社の組織、制度および業

務が経営方針および諸規程等に準拠し効率的に運営されているかを検証、評価および助言する

ことにより、財務報告の信頼性確保、財産の保全、法令等の遵守、業務活動の改善向上に努めてお

ります。また、監査役、会計監査人との協議、報告を実施し相互連携をはかっております。

・リスク管理体制としましては、リスク管理委員会を設置し、コーポレート・ガバナンス、コン

プライアンスおよび内部統制の活動を包含した広義のリスク管理体制を統括しております。

ロ．会社と会社の社外取締役および社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の

利害関係の概要

・社外取締役１名は、当社の筆頭株主であるＣＢＣ株式会社の代表取締役専務であり、同社とは

営業取引がありますが、社外取締役が直接利害関係を有するものではありません。また、社外監

査役２名のうち１名は弁護士であり当社との間で法律顧問契約を締結しており、もう１名は公

認会計士であり取引等の利害関係はありません。

ハ．会社とコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近1年間における実施状況

・平成20年3月期は15回の取締役会を開催し、法令で定められた事項や経営に関する重要事項を

決定するとともに、業務執行状況を監督しております。

 

③役員報酬の内容

取締役の年間報酬総額　86百万円（うち社外取締役の年間報酬総額　－百万円）

監査役の年間報酬総額　21百万円（うち社外監査役の年間報酬総額　４百万円）
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④監査報酬の内容

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬　 18百万円

上記以外の報酬　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ―百万円

 

⑤会計監査の状況

イ．業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人名

　　　本橋隆夫（東陽監査法人）　監査年数 １年

　　　福田　裕（東陽監査法人）　監査年数 １年

　　　木村　健（東陽監査法人）　監査年数 １年

ロ．監査業務に係る補助者の構成

　　　公認会計士　６名

　　　その他　　　３名

 

⑥当社の取締役は、８名以内とする旨を定款で定めております。

 

⑦当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有

する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。

 

⑧当社は、自己株式の取得について、経済情勢の変化に対応して機動的な資本政策を遂行すること

を可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場取引等によ

り自己の株式を取得することができる旨を定款で定めております。

 

⑨当社は、株主の皆様への利益還元の機会を充実させるため、取締役会の決議によって、中間配当を

することができる旨定款に定めております。

 

⑩当社は、株主総会の円滑な運営を行うことを目的として、会社法第309条第２項に定める株主総会

の特別決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大

蔵省令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸

表規則に基づき、当連結会計年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の連

結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令

第59号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則

に基づき、当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規

則に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年

３月31日まで)及び前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の連結財務諸表及び財

務諸表については、麹町監査法人により監査を受けております。また、金融商品取引法第193条の２第

１項の規定に基づき、当連結会計年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)及び当事業年度

(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表については、東陽監査法

人により監査を受けております。

なお、当社の監査法人は次の通り交代しております。

　第72期（連結・個別）　　麹町監査法人

　第73期（連結・個別）　　東陽監査法人
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

　① 【連結貸借対照表】

 

 

  
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)        

Ⅰ　流動資産        

１　現金及び預金   1,636   2,616  

２　受取手形及び売掛金 ※５  6,465   4,494  

３　棚卸資産   2,493   1,582  

４　繰延税金資産   134   137  

５　その他の流動資産   330   456  

貸倒引当金   △2   △4  

流動資産合計   11,05869.3  9,28368.0

Ⅱ　固定資産        

１　有形固定資産
※１
※２

      

(1) 建物及び構築物   1,310   1,196  

(2) 機械装置及び
　　運搬具

  803   681  

(3) 土地   883   881  

(4) その他の
　　有形固定資産

  189   203  

有形固定資産合計   3,18720.0  2,96221.7

２　無形固定資産   64 0.4  79 0.6

３　投資その他の資産        

(1) 投資有価証券 ※２  1,547   1,210  

(2) 長期貸付金   31   37  

(3) 繰延税金資産   60   65  

(4) その他の投資等   22   39  

貸倒引当金   △11   △28  

投資その他の
資産合計

  1,65010.3  1,3259.7

固定資産合計   4,90230.7  4,36732.0

資産合計   15,960100.0  13,651100.0
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前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)        

Ⅰ　流動負債        

１　支払手形及び買掛金   5,116   3,448  

２　短期借入金 ※２  1,602   1,513  

３　未払法人税等   157   122  

４　未払費用   388   372  

５　その他の流動負債 ※２  357   363  

流動負債合計   7,62247.7  5,82042.6

Ⅱ　固定負債        

１　長期借入金 ※２  614   209  

２　長期預り保証金 ※２  383   358  

３　繰延税金負債   226   136  

４　退職給付引当金   540   506  

５　役員退職慰労引当金   36   0  

６　未払役員退職慰労金   －   40  

固定負債合計   1,80111.3  1,253 9.2

負債合計   9,42359.0  7,07351.8

(純資産の部)        

Ⅰ　株主資本        

１　資本金   1,503   1,503  

２　資本剰余金   1,759   1,759  

３　利益剰余金   2,592   2,887  

４　自己株式   △160   △163  

株主資本合計   5,69535.7  5,98743.8

Ⅱ　評価・換算差額等        

１　その他有価証券評価
　　差額金

  691   529  

２　為替換算調整勘定   56   △29  

評価・換算差額等合計   748 4.7  500 3.7

Ⅲ　少数株主持分   93 0.6  90 0.7

純資産合計   6,53641.0  6,57848.2

負債純資産合計   15,960100.0  13,651100.0
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② 【連結損益計算書】
 

  
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高   21,333100.0  24,380100.0

Ⅱ　売上原価 ※２  19,21190.1  21,99690.2

売上総利益   2,1229.9  2,3849.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１       

１　販売費  413   429   

２　一般管理費 ※２ 802 1,2165.7 935 1,3655.6

営業利益   906 4.2  1,0184.2

Ⅳ　営業外収益        

１　受取利息  2   3   

２　受取配当金  6   17   

３　為替差益  7   ―   

４　賃貸料収入  3   1   

５　その他の営業外収益  15 35 0.2 16 38 0.2

Ⅴ　営業外費用        

１　支払利息  25   38   

２　手形売却損  2   4   

３　減価償却費  0   ―   

４　為替差損  ―   265   

５　その他の営業外費用  10 39 0.2 13 321 1.3

経常利益   902 4.2  736 3.1
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前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ　特別利益        

１　投資有価証券売却益  ―   0   

２　受取補助金  ―   17   

３　貸倒引当金戻入益  ― ― 0.0 0 17 0.0

Ⅶ　特別損失        

１　固定資産売却・
　　除却損

※３ 22   3   

２　減損損失 ※４ ―   4   

３　固定資産撤去費用  13 36 0.2 ― 8 0.0

税金等調整前当期純利益   865 4.0  745 3.1

法人税、住民税及び
事業税

 238   259   

法人税等調整額  43 281 1.3 76 336 1.4

少数株主利益   4 0.0  2 0.0

当期純利益   578 2.7  406 1.7
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

 

 

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 1,503 1,759 2,099 △159 5,203

連結会計年度中の変動額      

　剰余金の配当   △79  △79

　役員賞与金   △6  △6

　当期純利益   578  578

　自己株式の取得    △1 △1

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純
額)

    ―

連結会計年度中の変動額合計
(百万円) ― ― 493 △1 491

平成19年３月31日残高(百万円) 1,503 1,759 2,592 △160 5,695

 

 

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計その他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 661 35 696 31 5,931

連結会計年度中の変動額      

　剰余金の配当     △79

　役員賞与金     △6

　当期純利益     578

　自己株式の取得     △1

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

30 21 51 62 113

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

30 21 51 62 605

平成19年３月31日残高(百万円) 691 56 748 93 6,536
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

 
 

 

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 1,503 1,759 2,592 △160 5,695

連結会計年度中の変動額      

　剰余金の配当   △111  △111

　当期純利益   406  406

　自己株式の取得    △2 △2

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純
額)

    ―

連結会計年度中の変動額合計
(百万円) ― ― 294 △2 292

平成20年３月31日残高(百万円) 1,503 1,759 2,887 △163 5,987

 

 

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計その他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 691 56 748 93 6,536

連結会計年度中の変動額      

　剰余金の配当     △111

　当期純利益     406

　自己株式の取得     △2

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

△161 △86 △247 △3 △251

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△161 △86 △247 △3 41

平成20年３月31日残高(百万円) 529 △29 500 90 6,578
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】
 

  
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー    

１　税金等調整前当期純利益  865 745

２　減価償却費  293 355

３　減損損失  ― 4

４　退職給付引当金の減少額  △55 △34

５　役員退職慰労引当金の減少額  △40 △35

６　未払役員退職慰労金の増加額  ― 40

７　貸倒引当金の増加額又は減少額(△)  △0 19

８　受取利息及び受取配当金  △8 △21

９　支払利息  25 38

10　為替差損又は為替差益(△)  △2 33

11　投資有価証券売却益(△)  ― △0

12　固定資産売却・除却損  22 3

13　売上債権の増加額(△)又は減少額  △2,811 1,954

14　棚卸資産の増加額(△)又は減少額  △876 910

15　その他資産の増加額  △32 △124

16　仕入債務の増加額又は減少額(△)  2,145 △1,668

17　その他負債の増加額  67 77

18　役員賞与の支払額  △6 ―

19　その他  0 △2

小計  △413 2,297

20　利息及び配当金受取額  8 21

21　利息の支払額  △25 △38

22　法人税等の支払額  △221 △293

営業活動によるキャッシュ・フロー  △652 1,987

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー    

１　有形固定資産の取得による支出  △712 △204

２　有形固定資産の売却による収入  0 0

３　投資有価証券の売却による収入  ― 0

４　その他  △16 △45

投資活動によるキャッシュ・フロー  △728 △249

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー    

１　短期借入金の増加額又は減少額(△)  544 △292

２　長期借入れによる収入  530 ―

３　長期借入金の返済による支出  △107 △200

４　長期預り保証金の返済による支出  △24 △24

５　自己株式の取得による支出  △1 △2

６　配当金の支払額  △79 △111

７　少数株主持分の出資収入  53 ―

財務活動によるキャッシュ・フロー  914 △631

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額  28 △126

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額又は減少額(△)  △438 979

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高  2,074 1,636

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高  1,636 2,616
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

 
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項
　(1) 連結子会社の数及び連結子会社名
　　　連結子会社は、下記の４社であります。
　　　　㈱福島セコニック
　　　　㈱函館セコニック
　　　　セコニック（香港）有限公司
　　　　セコニック電子（常熟）有限公司

１　連結の範囲に関する事項
　(1) 連結子会社の数及び連結子会社名
　　　　同左

　(2) 非連結子会社の数及び非連結子会社名
　　　　該当会社はありません。

　(2) 非連結子会社の数及び非連結子会社名
　　　　同左

　(3) 非連結子会社について連結の範囲から除いた理由
　　　　該当事項はありません。

　(3) 非連結子会社について連結の範囲から除いた
理由
　　　　同左

２　持分法の適用に関する事項
　(1) 持分法適用会社数及びその会社名
　　　　該当会社はありません。

２　持分法の適用に関する事項
　(1) 持分法適用会社数及びその会社名
　　　　同左

　(2) 持分法を適用しない会社数及びその会社名
　　　　該当会社はありません。

　(2) 持分法を適用しない会社数及びその会社名
　　　　同左

３　連結子会社の事業年度に関する事項
　　連結子会社のうち、セコニック電子（常熟）有限公司
の決算日は、12月31日であります。
連結財務諸表の作成にあたっては、連結決算日現在
で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用しており
ます。
なお、その他の連結子会社の事業年度の末日は、連結
決算日と一致しております。

３　連結子会社の事業年度に関する事項
　　　　同左

 
 
 
 
 
 

４　会計処理基準に関する事項
　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
　　①　有価証券

その他有価証券
時価のあるもの……
決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価
差額は全部純資産直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定）
時価のないもの……
移動平均法による原価法

４　会計処理基準に関する事項
　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
　　①　有価証券

その他有価証券
時価のあるもの……
　同左
　
　
時価のないもの……
　同左

　　②　デリバティブ取引により生ずる債権及び債務
　時価法

　　②　デリバティブ取引により生ずる債権及び債務
　同左

　　③　棚卸資産
製品………………… 総平均法による低価法
仕掛品……………… 総平均法による原価法
商品、原材料、
貯蔵品

…… 最終仕入原価法

 
 

なお、海外連結子会社は主
に総平均法による低価法
によっております。

　　③　棚卸資産
　同左
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前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産…定率法

ただし、平成10年４月１日以降取
得した建物(建物附属設備を除
く)、海外連結子会社は定額法に
よっております。
なお、耐用年数及び残存価額につ
いては、法人税法に規定する方法
と同一の基準によっております。

有 形 固 定 資
産…

定率法
ただし、平成10年４月１日以降取
得した建物(建物附属設備を除
く)、海外連結子会社は定額法に
よっております。
なお、耐用年数及び残存価額につ
いては、法人税法に規定する方法
と同一の基準によっております。

（会計方針の変更）

当社及び国内連結子会社は、法

人税法の改正に伴い、当連結会

計年度より、平成19年４月１日

以降に取得した有形固定資産

について、改正後の法人税法に

基づく減価償却の方法に変更

しております。これにより、営

業利益、経常利益及び税金等調

整前当期純利益はそれぞれ15

百万円減少しております。

なお、セグメント情報に与える

影響については、当外箇所に記

載しております。

 （追加情報）

当社及び国内連結子会社は、法

人税法の改正に伴い、平成19年

３月31日以前に取得した資産

については、改正前の法人税法

に基づく減価償却の方法の適

用により取得価額の５％に到

達した連結会計年度の翌連結

会計年度より、取得価額の５％

相当額と備忘価額との差額を

５年間にわたり均等償却し、減

価償却費に含めて計上してお

ります。

この結果、従来の方法に比べ、

営業利益、経常利益および税金

等調整前当期純利益がそれぞ

れ14百万円減少しております。

なお、セグメント情報に与える

影響については、当外箇所に記

載しております。

　無形固定資産…… 定額法

ただし、ソフトウェア(自社

利用分)については、社内に

おける利用可能期間(５年)

に基づく定額法

　無形固定資産…… 同左

 

 

EDINET提出書類

株式会社セコニック(E02287)

有価証券報告書

 41/102



 

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　(3) 重要な引当金の計上基準 　(3) 重要な引当金の計上基準

　　①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しております。

　　①　貸倒引当金

　　　　同左

　　②　退職給付引当金

　　　　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。

　　　　過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(８年)による按分額を費

用処理しております。

　　　　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(８年)による按分額をそれぞれ発生の翌連結会

計年度より費用処理しております。

　　②　退職給付引当金

　　　　同左

　　③　役員退職慰労引当金

　　　　役員の退職慰労金の支払いに備えるため、所定の基準

に基づく期末要支給額の100％を計上しておりま

す。

　　③　役員退職慰労引当金

　　　　役員の退職慰労金の支払いに備えるため、所定の基

準に基づく期末要支給額の100％を計上してお

ります。

なお、当社は、役員報酬制度の見直しの一環と

して平成19年6月28日開催の第72回定時株主総

会終結時をもって役員退職慰労金制度を廃止

いたしました。制度廃止時までの在任期間に応

じた役員退職慰労金については、同定時株主総

会で打ち切り支給を決議し、取締役および監査

役のそれぞれの退任時に支給することとしま

した。

これに伴い、役員退職慰労引当金は全額取り崩

して「未払役員退職慰労金」（40百万円）に振

り替えております。

　(4) 重要なリース取引の処理方法

　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

　(4) 重要なリース取引の処理方法

　　　　同左

　(5) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　　　消費税等の会計処理

　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

　(5) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　　　消費税等の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっ

ております。

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　　連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価

法によっております。

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　　同左

６　のれん及び負ののれんの償却に関する事項

　　当連結会計年度には、のれんの償却は、ありません。

６　のれん及び負ののれんの償却に関する事項

　　同左

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　手許現金及び要求払預金並びに、取得日から満期日まで

の期間が３ヶ月以内の短期投資を計上しております。

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　同左
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会計処理の変更

 

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(役員賞与に関する会計基準)

役員賞与については、従来は利益処分により未処分利益

の減少として会計処理しておりましたが、当連結会計年

度から「役員賞与に関する会計基準」(企業会計基準委

員会　平成17年11月29日　企業会計基準第４号)を適用

し、発生時に費用処理しております。この変更により従

来の場合と比較して、営業利益、経常利益および税金等

調整前当期純利益がそれぞれ7百万円減少しておりま

す。なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記

載しております。

 

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準)

当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」(企業会計基準委員会平成17年12月

9日　企業会計基準第5号)及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基

準委員会　平成17年12月9日　企業会計基準適用指針第8

号)を適用しております。この変更による損益への影響

はありません。従来の「資本の部」の合計に相当す

る金額は6,443百万円であります。

連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度におけ

る連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規則により作

成しております。

 

―――――
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注記事項

(連結貸借対照表関係)

 
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産から直接控除した減価償却累計額

 3,764百万円

※１　有形固定資産から直接控除した減価償却累計額

 4,022百万円

※２　担保の状況

 種類
金額
(百万円)

担保に供
している
資産

建物及び構築物 501

土地 385

投資有価証券 1,037

計 1,924

対象債務

一年以内に返済する
長期借入金

157

長期借入金 526
一年以内に償還する
長期預り保証金

24

長期預り保証金 383

計 1,092

※２　担保の状況

 種類
金額
(百万円)

担保に供
している
資産

建物及び構築物 473

土地 385

投資有価証券 805

計 1,663

対象債務

一年以内に返済する
長期借入金

365

長期借入金 160
一年以内に償還する
長期預り保証金

24

長期預り保証金 358

計 910

　３　受取手形割引高 70百万円　３　受取手形割引高 87百万円

　４　偶発債務

海外仕入先である三誠精密有限公司の取引先に対

する保証債務残高　　　　　　　　　　　　22百万円

　４　偶発債務

海外仕入先である三誠精密有限公司の取引先に対

する保証債務残高　　　　　　　　　　　　33百万円

※５　期末日満期手形

当連結会計年度末日が金融機関休業日であるた

め、期末日満期手形は満期日に交換が行われたも

のとみなして処理しております。

期末日満期受取手形 34百万円

 

―――――
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(連結損益計算書関係)

 
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金

額は次のとおりであります。

　役員報酬 126百万円

　給料手当 327

　従業員賞与 97

　退職給付費用 17

　役員退職慰労引当金繰入額 16

　福利厚生費 86

　減価償却費 32

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金

額は次のとおりであります。

　役員報酬 154百万円

　給料手当 359

　従業員賞与 113

　退職給付費用 17

　役員退職慰労引当金繰入額 5

　福利厚生費 97

　減価償却費 51

※２　一般管理費及び当期総製造費用に含まれる研究

開発費は、541百万円であります。

※２　一般管理費及び当期総製造費用に含まれる研究

開発費は、564百万円であります。

※３　固定資産売却・除却損の内訳は次のとおりであ

ります。

建物及び構築物除却損 8百万円

工具、器具及び備品除却損 11

その他の有形固定資産除却損 3

計 22

※３　固定資産売却・除却損の内訳は次のとおりであ

ります。

工具、器具及び備品除却損 3百万円

その他の有形固定資産除却損 0

計 3

 

―――――

 

※４　減損損失

　　　当社グループは、以下の資産について減損損失を計

上しました。

用途 種類 場所
金額
(百万円)

遊休 土地 群馬県吾妻郡嬬恋

村
1

遊休 建物 群馬県吾妻郡嬬恋

村
0

遊休 保証金 ― 2

  計 4

　（経緯）

上記の資産につきましては、従業員の福利厚生施

設として取得しましたが、利用が全く無く、現在は遊

休資産となっております。今後の利用見込みも無く、

また、売却には長期間を要するため、減損損失を認識

いたしました。

　（グルーピングの方法）

事業部門別を基本としておりますが、製造部門に

おいては工場を単位とし、将来の使用が見込まれて

いない遊休資産については個々の物件単位でグルー

ピングをしております。

　（回収可能価額の算定方法等）

正味売却価額により算定しており、売却実現性が

乏しいことを勘案し、0円まで減額いたしました。
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 16,800,000 ― ― 16,800,000

 

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 895,058 6,171 ― 901,229

 
（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次の通りであります。

　単元未満株式の買取りによる増加6,171株

 

３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日
定時株主総会

普通株式 39 2.50平成18年３月31日平成18年６月30日

平成18年11月17日
取締役会

普通株式 39 2.50平成18年９月30日平成18年12月８日

 

　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 47 3.00
平成19年３月31

日

平成19年６月29

日
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 16,800,000 ― ― 16,800,000

 

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 901,229 7,274 ― 908,503

 
（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次の通りであります。

　単元未満株式の買取りによる増加7,274株

 

３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日
定時株主総会

普通株式 47 3.00平成19年３月31日平成19年６月29日

平成19年11月16日
取締役会

普通株式 63 4.00平成19年９月30日平成19年12月７日

 

　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 63 4.00
平成20年３月31

日

平成20年６月27

日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

　現金及び預金勘定 1,636百万円

　現金及び現金同等物 1,636百万円

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

　現金及び預金勘定 2,616百万円

　現金及び現金同等物 2,616百万円

 

(リース取引関係)

 
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

　1)　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

　1)　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

 工具、器具及び備品

取得価額相当額 18百万円

減価償却累計額相当額 8

期末残高相当額 10

　　　なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高

等に占める未経過リース料期末残高の割合が低

いため、「支払利子込み法」により算定してお

ります。

 工具、器具及び備品

取得価額相当額 50百万円

減価償却累計額相当額 12

期末残高相当額 37

　　　なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高

等に占める未経過リース料期末残高の割合が低

いため、「支払利子込み法」により算定してお

ります。

　2)　未経過リース料期末残高相当額

１年内 3百万円

１年超 6

計 10

　　　なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固定

資産の期末残高等に占めるその割合が低いた

め、「支払利子込み法」により算定しておりま

す。

　2)　未経過リース料期末残高相当額

１年内 9百万円

１年超 28

計 37

　　　なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固定

資産の期末残高等に占めるその割合が低いた

め、「支払利子込み法」により算定しておりま

す。

　3)　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 10百万円

減価償却費相当額 10

　3)　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 8百万円

減価償却費相当額 8

　4)　減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

　4)　減価償却費相当額の算定方法

　　　同左
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(有価証券関係)

前連結会計年度

１　その他有価証券で時価のあるもの(平成19年３月31日)

 

種類
取得原価
(百万円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの

   

　　　株式 328 1,496 1,167

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えないもの

   

　　　株式 56 50 △5

合計 385 1,547 1,161

 

当連結会計年度

１　その他有価証券で時価のあるもの(平成20年３月31日)

 

種類
取得原価
(百万円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの

   

　　　株式 328 1,161 833

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えないもの

   

　　　株式 56 48 △8

合計 385 1,210 825
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(デリバティブ取引関係)

１　取引の状況に関する事項

 
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

①　取引の内容及び利用目的等

　　当社は、通常の営業過程における輸出入取引の為替相

場の変動によるリスクの適切な管理及び業務の遂行

を図ることを目的として為替予約取引を行っており

ます。

②　取引に対する取組方針

　　為替予約取引については、外国為替相場の変動リスク

をヘッジするためのものであり、実需の範囲内でのみ

行い、収益確保を目的としたディーリングは行わない

方針であります。

③　取引に係るリスクの内容

　　通貨関連における先物為替予約取引には、為替相場の

変動によるリスクを有しております。

　　当社のデリバティブ取引の契約先は、信用性の高い国

内の銀行であるため、相手方の契約不履行によるいわ

ゆる信用リスクは、ほとんどないと判断しておりま

す。

④　取引に係るリスク管理体制

　　通貨関連のデリバティブ取引の実行及び管理は、「社

内規定」に従い、経理担当部門長を責任者とし、経理

担当部門長から指名された担当者が行っております。

なお、為替リスクヘッジ方針を決定するため為替委員

会を設置し、３ヶ月に１回委員会を開催しておりま

す。

①　取引の内容及び利用目的等

　　同左

 

 

 

②　取引に対する取組方針

　　同左

 

 

 

③　取引に係るリスクの内容

　　同左

 

 

 

 

 

④　取引に係るリスク管理体制

　　同左

 

 

 

 

 

 

２　取引の時価等に関する事項

前連結会計年度(平成19年３月31日)

取引の時価等については、当連結会計年度末におけるデリバティブ取引の残高がないため該

当事項はありません。

 

当連結会計年度(平成20年３月31日)

取引の時価等については、当連結会計年度末におけるデリバティブ取引の残高がないため該

当事項はありません。
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(退職給付関係)

前連結会計年度

１　採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として適格退職年金制度、規約型確定給付企業年金制度及び退職一時

金制度を設けております。連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度を設けて

おります。

 

２　退職給付債務に関する事項 (平成19年３月31日)

 

①　退職給付債務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(百万円) △1,043

②　年金資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(百万円) 508

③　未積立退職給付債務(①＋②)　　　　　　　　　　　　　　(百万円) △534

④　未認識過去勤務債務(債務の減額)　　　　　　　　　　　　(百万円) △2

⑤　未認識数理計算上の差異　　　　　　　　　　　　　　　　(百万円) △4

⑥　退職給付引当金(③＋④＋⑤)　　　　　　　　　　　　　　(百万円) △540

(注) 連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

 

３　退職給付費用に関する事項 (自　平成18年４月１日　　至　平成19年３月31日)

 

①　勤務費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(百万円) 52

②　利息費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(百万円) 17

③　期待運用収益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(百万円) △9

④　過去勤務債務の費用処理額　　　　　　　　　　　　　　　(百万円) △0

⑤　数理計算上の差異の費用処理額　　　　　　　　　　　　　(百万円) 14

⑥　退職給付費用(①＋②＋③＋④＋⑤)　　　　　　　　　　　(百万円) 74

(注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、勤務費用に計上しております。

 

４　退職給付債務の計算の基礎に関する事項

　　 (1) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

　　 (2) 割引率 2.0％

　　 (3) 期待運用収益率 2.5％

　　 (4) 過去勤務債務の額の処理年数 ８年(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数による按分額を費用処理することに

しております。)

　　 (5) 数理計算上の差異の処理年数 ８年(従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

による按分額を翌連結会計年度より費用処理

することにしております。)
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当連結会計年度

１　採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として適格退職年金制度、規約型確定給付企業年金制度及び退職一時

金制度を設けております。連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度を設けて

おります。

 

２　退職給付債務に関する事項 (平成20年３月31日)

 

①　退職給付債務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(百万円) △1,007

②　年金資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(百万円) 488

③　未積立退職給付債務(①＋②)　　　　　　　　　　　　　　(百万円) △518

④　未認識過去勤務債務(債務の減額)　　　　　　　　　　　　(百万円) △1

⑤　未認識数理計算上の差異　　　　　　　　　　　　　　　　(百万円) 13

⑥　退職給付引当金(③＋④＋⑤)　　　　　　　　　　　　　　(百万円) △506

(注) 連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

 

３　退職給付費用に関する事項 (自　平成19年４月１日　　至　平成20年３月31日)

 

①　勤務費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(百万円) 58

②　利息費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(百万円) 15

③　期待運用収益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(百万円) △9

④　過去勤務債務の費用処理額　　　　　　　　　　　　　　　(百万円) △0

⑤　数理計算上の差異の費用処理額　　　　　　　　　　　　　(百万円) 10

⑥　退職給付費用(①＋②＋③＋④＋⑤)　　　　　　　　　　　(百万円) 75

(注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、勤務費用に計上しております。

 

４　退職給付債務の計算の基礎に関する事項

　　 (1) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

　　 (2) 割引率 2.0％

　　 (3) 期待運用収益率 2.5％

　　 (4) 過去勤務債務の額の処理年数 ８年(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数による按分額を費用処理することに

しております。)

　　 (5) 数理計算上の差異の処理年数 ８年(従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

による按分額を翌連結会計年度より費用処理

することにしております。)
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(税効果会計関係)

 
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

　　(繰延税金資産)  

 　　　退職給付引当金 218百万円

 　　　投資有価証券評価損 74

 　　　未払賞与 85

 　　　役員退職慰労引当金 14

 　　　棚卸資産評価損 16

 　　　未払事業税 13

 　　　未払社会保険料 11

 　　　その他 22

 　　　　繰延税金資産合計 457

　　(繰延税金負債)  

 　　　その他有価証券評価差額金 △470

 　　　買換資産積立金 △17

 　　　その他 △1

 　　　　繰延税金負債合計 △489

 　　　　繰延税金負債の純額 △31

　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

　　(繰延税金資産)  

 　　　退職給付引当金 204百万円

 　　　未払賞与 88

 　　　投資有価証券評価損 39

 　　　役員退職慰労引当金 16

 　　　棚卸資産評価損 14

 　　　未払事業税 15

 　　　未払社会保険料 4

 　　　その他 37

 　　　　小計 420

 　　　評価性引当額 △39

 　　　　繰延税金資産合計 381

　　(繰延税金負債)  

 　　　その他有価証券評価差額金 △295

 　　　買換資産積立金 △17

 　　　その他 △0

 　　　　繰延税金負債合計 △313

 　　　　繰延税金資産の純額 67

　
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　　法定実効税率　　　　　　　　　　　　　40.5％

　　(調整)

　　交際費　　　　　　　　　　　　　　　　 0.4％

　　住民税均等割額　　　　　　　　　　　　 0.6％

　　研究開発減税による税額控除　　　　　 △2.1％

　　海外子会社税率差異　　　　　　　　　 △5.1％

　　みなし外国税額控除　　　　　　　　　 △0.9％

　　その他　　　　　　　　　　　　　　　 △0.8％

　税効果会計適用後の法人税等の負担

率
　32.6％

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　　法定実効税率　　　　　　　　　　　　　40.5％

　　(調整)

　　交際費　　　　　　　　　　　　　　　　 0.3％

　　住民税均等割額　　　　　　　　　　　　 0.7％

　　投資有価証券評価減戻し　　　　　　　  14.9％

　　研究開発減税による税額控除　　　　　 △2.4％

　　海外子会社税率差異　　　　　　　　　 △7.0％

　　みなし外国税額控除　　　　　　　　　 △0.8％

　　その他　　　　　　　　　　　　　　　 △1.1％

　税効果会計適用後の法人税等の負担

率
　45.1％
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

 

　前連結会計年度　平成19年３月期　(自　平成18年４月１日　　至　平成19年３月31日)

 
事務機器
(百万円)

電装機材
(百万円)

光学電子
情報機器
(百万円)

 
不動産賃
貸
（百万
円）

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び
　　営業損益

        

売上高         

(1) 外部顧客に
対する売上高

11,0456,7622,656 204 664 21,333 ― 21,333

(2) セグメント間
の
内部売上高又
は
振替高

― ― ― ― ― ― ― ―

計 11,0456,7622,656 204 664 21,333 ― 21,333

営業費用 10,9246,3292,097 41 623 20,016 411 20,427

営業利益 121 433 558 162 40 1,317 (411) 906

Ⅱ　資産、減価償却費
及び資本的支出

        

資産 4,3635,5631,879 730 446 12,9842,97615,960

減価償却費 29 165 38 21 10 266 26 293

資本的支出 12 750 17 ― 5 786 0 786

 

(注) １　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分の主な製品

 (１) 事務機器・・・・・・複写機、複写機オプション・ユニット、プリンタ・ユニット

 (２) 電装機材・・・・・・基板実装、束線、ＣＣＤ監視カメラ、エレクトロ・ルミネッセンス

 (３) 光学電子情報機器・・露出計、光学式読取装置、記録計、温湿度記録計

 (４) 不動産賃貸・・・・・商業施設の賃貸

 (５) その他・・・・・・・粘度計、デジタル・カラー画像システム関連機器、マグネットクラッチ、

                          その他

     ３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は411百万円であり、親会社の

　　管理部門に係る費用等であります。

     ４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は2,976百万円であり、その主なものは、親

　　会社の現金及び預金・投資有価証券・繰延税金資産及び管理部門に係る資産等であります。

     ５　会計処理の変更（役員賞与に関する会計基準）に記載の通り、役員賞与について当連結会計年度から

「役員賞与に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成17年11月29日　企業会計基準第４号)を適用

し、発生時に費用処理しております。この変更に伴い、従来の方式によった場合に比べ、当連結会計年度に

おける消去又は全社の営業費用が7百万円増加し、営業利益が同額減少しております。
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　当連結会計年度　平成20年３月期　(自　平成19年４月１日　　至　平成20年３月31日)

 
事務機器
(百万円)

電装機材
(百万円)

光学電子
情報機器
(百万円)

 
不動産賃
貸
（百万
円）

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び
　　営業損益

        

売上高         

(1) 外部顧客に
対する売上高

12,0865,4166,673 204 ― 24,380 ― 24,380

(2) セグメント間
の
内部売上高又
は
振替高

― ― ― ― ― ― ― ―

計 12,0865,4166,673 204 ― 24,380 ― 24,380

営業費用 11,8215,1045,913 40 ― 22,880 481 23,361

営業利益 264 311 759 164 ― 1,500 (481)1,018

Ⅱ　資産、減価償却費
　　、減損損失及び資
　　本的支出

        

資産 3,3912,6333,711 682 ― 10,4183,23213,651

減価償却費 27 141 142 19 ― 330 24 355

減損損失 ― ― ― ― ― ― 4 4

資本的支出 3 28 123 ― ― 155 2 158

 

(注) １　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分の主な製品

 (１) 事務機器・・・・・・複写機オプション・ユニット、プリンタ、プロッタ

 (２) 電装機材・・・・・・基板実装、束線、無機エレクトロ・ルミネッセンス

 (３) 光学電子情報機器・・露出計、光学式マーク読取装置(ＯＭＲ)、監視カメラ、記録計、温湿度記録計、

粘度計

 (４) 不動産賃貸・・・・・商業施設の賃貸

     ３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は481百万円であり、親会社の

　　管理部門に係る費用等であります。

     ４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は3,232百万円であり、その主なものは、親

　　会社の現金及び預金・投資有価証券・繰延税金資産及び管理部門に係る資産等であります。

     ５　会計方針の変更

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４ (2)に記載のとおり、当社及び国内連結子会

社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産に

ついて、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。この変更に伴い、従来の方法

によった場合と比較して、減価償却費は「事務機器事業」で0百万円、「電装機材事業」で0百万円、

「光学電子情報機器事業」で13百万円、「本社」で0百万円増加しております。営業費用は、「事務機器

事業」で0百万円、「電装機材事業」で0百万円、「光学電子情報機器事業」で13百万円、「本社」で0百

万円増加し、営業利益はそれぞれ同額減少しております

     ６　追加情報

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４ (2)に記載のとおり、当社及び国内連結子

会社は、法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税

法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度
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より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて

計上しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合と比較して、減価償却費は「事務機器

事業」で3百万円、「電装機材事業」で2百万円、「光学電子情報機器事業」で7百万円、「本社」で0

百万円増加しております。営業費用は、「事務機器事業」で3百万円、「電装機材事業」で2百万円、

「光学電子情報機器事業」で7百万円、「本社」で0百万円増加し、営業利益はそれぞれ同額減少して

おります

 

（事業区分の変更）

　　　従来、事業区分につきましては「事務機器」「電装機材」「光学電子情報機器」「不動産賃貸」「その

他」の5セグメントとしておりましたが、「その他」につきましては一セグメントとしては事業規模が僅

少であり、他の事業区分に集約することにより事業内容を明確化いたします。つきましては、当連結会計年

度より「その他」を廃止し、事業の種類ごとに区分のうえ、「事務機器」「電装機材」「光学電子情報機

器」「不動産賃貸」の4セグメントに変更することといたしました。

また、監視カメラにつきましては、従来「電装機材」としておりましたが、事業の実態をより的確に反映

させるため、当連結会計年度より「光学電子情報機器」が適当と判断し区分変更いたしました。

この結果従来の方法に比較して当連結会計年度の売上高は、「事務機器」が214百万円増加、「電装機

材」が3,297百万円減少、「光学電子情報機器」が3,729百万円増加しております。

なお、前連結会計年度について、変更後の事業区分によった場合の事業の種類別セグメント情報は以下

の通りです。

 

　前連結会計年度　平成19年３月期　(自　平成18年４月１日　　至　平成19年３月31日)

 
事務機器
(百万円)

電装機材
(百万円)

光学電子
情報機器
(百万円)

 
不動産賃
貸
（百万
円）

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び
　　営業損益

        

売上高         

(1) 外部顧客に
対する売上高

11,3264,3035,498 204 ― 21,333 ― 21,333

(2) セグメント間
の
内部売上高又
は
振替高

― ― ― ― ― ― ― ―

計 11,3264,3035,498 204 ― 21,333 ― 21,333

営業費用 11,2134,0074,753 41 ― 20,016 411 20,427

営業利益 113 295 745 162 ― 1,317 (411) 906

Ⅱ　資産、減価償却費
及び資本的支出

        

資産 4,7173,7953,782 732 ― 13,0272,93215,960

減価償却費 33 119 94 21 ― 268 24 293

資本的支出 13 604 168 ― ― 786 0 786
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 
日本
(百万円)

東南アジア
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高      

(1) 外部顧客に
対する売上高

13,794 7,538 21,333 ― 21,333

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高

493 1,491 1,984 (1,984) ―

計 14,288 9,030 23,318 (1,984) 21,333

営業費用 13,096 8,904 22,000 (1,573) 20,427

営業利益 1,191 126 1,317 (411) 906

資産 11,991 3,952 15,943 16 15,960

（注）１　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

　　　（１）国又は地域の区分の方法・・・地理的近接度による。

　　　（２）各区分に属する主な国又は地域・・・東南アジア：中国

　　　２　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は411百万円であり、親会社の管理

部門に係る費用等であります。

　　　３　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は2,976百万円であり、その主なものは、親会社の

現金及び預金・投資有価証券・繰延税金資産及び管理部門に係る資産等であります。

　　　４　会計処理の変更（役員賞与に関する会計基準）に記載の通り、役員賞与について当連結会計年度から「役

員賞与に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成17年11月29日　企業会計基準第４号)を適用し、発

生時に費用処理しております。この変更に伴い、従来の方式によった場合に比べ、当連結会計年度におけ

る消去又は全社の営業費用が7百万円増加し、営業利益が同額減少しております。

 

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 
日本
(百万円)

東南アジア
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高      

(1) 外部顧客に
対する売上高

13,553 10,82624,380 ― 24,380

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高

603 2,511 3,114 (3,114) ―

計 14,157 13,33827,495 (3,114) 24,380

営業費用 12,883 13,12826,011 (2,649) 23,361

営業利益 1,274 210 1,484 (465) 1,018

資産 9,385 3,210 12,596 1,055 13,651

（注）１　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

　　　（１）国又は地域の区分の方法・・・地理的近接度による。

　　　（２）各区分に属する主な国又は地域・・・東南アジア：中国

　　　２　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は481百万円であり、親会社の管理

部門に係る費用等であります。

　　　３　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は3,232百万円であり、その主なものは、親会社の
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現金及び預金・投資有価証券・繰延税金資産及び管理部門に係る資産等であります。

　　　４　会計方針の変更

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４ (2)に記載のとおり、当社及び国内連結子会

社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産に

ついて、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。この変更に伴い、従来の方法

によった場合と比較して、「日本」の営業費用は15百万円増加し、営業利益は同額減少しております

　　　５　追加情報

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４ (2)に記載のとおり、当社及び国内連結子会

社は、法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に

基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、

取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上し

ております。この変更に伴い、従来の方法によった場合と比較して、「日本」の営業費用は14百万円増

加し、営業利益は同額減少しております

 

 

【海外売上高】

　前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 東南アジア 北米 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 7,873 394 236 8,503

Ⅱ　連結売上高（百万円） ― ― ― 21,333

Ⅲ　連結売上高に占める海
　　外売上高の割合（％）

36.9 1.8 1.1 39.9

（注）１　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

　　　（１）国又は地域の区分の方法・・・地理的近接度による。

　　　（２）各区分に属する主な国又は地域・・・東南アジア：中国、台湾、韓国

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　北米：アメリカ、カナダ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その他の地域：イギリス、ドイツ

　　　２　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

 

　当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 東南アジア 北米 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 11,283 671 259 12,215

Ⅱ　連結売上高（百万円） ― ― ― 24,380

Ⅲ　連結売上高に占める海
　　外売上高の割合（％）

46.3 2.8 1.1 50.1

（注）１　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

　　　（１）国又は地域の区分の方法・・・地理的近接度による。

　　　（２）各区分に属する主な国又は地域・・・東南アジア：中国、台湾、韓国

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　北米：アメリカ、カナダ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その他の地域：イギリス、ドイツ

　　　２　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

 

１　親会社及び法人主要株主等

 

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関係内容
取引の内
容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

 
その他
の関係
会社
 

ＣＢＣ㈱
東京都
中央区

850
化学品他
の輸出入、
国内販売

(被所有)
 

直接 29.5

兼任
1人

当社が粘
度計の受
託生産を
行ってい
る

粘度計の
販売

290売掛金 36

(注)　上記金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んでおります。

取引条件及び取引条件の決定方針等

粘度計の販売価格については、市場価格、総原価を勘案して、交渉の上、決定しております。

 

２　役員及び個人主要株主等

 

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関係内容
取引の内
容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

 
役員及
びその
近親者
 

堤淳一 － －
当社監査
役弁護士

(被所有)
 

直接 0.0
－ －

弁護士報
酬

2 － －

(注)　上記取引金額には消費税等は含まれておりません。

取引条件及び取引条件の決定方針等

弁護士報酬の支払に関する取引条件は、一般的取引条件によっております。
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

 

１　親会社及び法人主要株主等

 

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関係内容
取引の内
容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

 
その他
の関係
会社
 

ＣＢＣ㈱
東京都
中央区

850
化学品他
の輸出入、
国内販売

(被所有)
 

直接 29.5

兼任
1人

当 社 が
粘 度 計
監 視 カ
メ ラ の
受 託 生
産 を
行 っ て
いる

粘度計・
監視カメ
ラの販売

2,887売掛金 182

(注)　上記金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んでおります。

取引条件及び取引条件の決定方針等

粘度計の販売価格については、市場価格、総原価を勘案して、交渉の上、決定しております。

 

２　役員及び個人主要株主等

 

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関係内容
取引の内
容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

 
役員及
びその
近親者
 

堤淳一 － －
当社監査
役弁護士

(被所有)
 

直接 0.0
－ －

弁護士報
酬

2 － －

(注)　上記取引金額には消費税等は含まれておりません。

取引条件及び取引条件の決定方針等

弁護士報酬の支払に関する取引条件は、一般的取引条件によっております。

 

EDINET提出書類

株式会社セコニック(E02287)

有価証券報告書

 60/102



(１株当たり情報)

 

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 405円27銭 408円26銭

１株当たり当期純利益 36円40銭 25円56銭

 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式が存

在しないため、記載しておりませ

ん。

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式が存

在しないため、記載しておりませ

ん。

 

(注)　算定上の基礎

 

１　１株当たり純資産額

項目
前連結会計年度

(平成19年３月31日)
当連結会計年度

(平成20年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額
(百万円)

6,536 6,578

普通株式に係る純資産額（百万円） 6,443 6,487

差額の主な内訳（百万円）
少数株主持分

93 90

普通株式の発行済株式数（株） 16,800,000 16,800,000

普通株式の自己株式数（株） 901,229 908,503

1株当たり純資産額の算定に用いられ
た普通株式の数（株）

15,898,771 15,891,497

 

２　１株当たり当期純利益

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当期純利益(百万円) 578 406

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る当期純利益（百万円） 578 406

普通株式の期中平均株式数（株） 15,901,683 15,894,624

 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社セコニック(E02287)

有価証券報告書

 61/102



⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

 

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 1,401 1,109 1.83 ―

１年以内に返済予定の長期借入

金
200 404 1.67 ―

１年以内に返済予定のリース債

務
― ― ― ―

長期借入金(１年以内に返済予
定のものを除く)

614 209 1.73
平成21年５月31日～
平成23年11月30日

リース債務(１年以内に返済予
定のものを除く)

― ― ― ―

その他の有利子負債 ― ― ― ―

合計 2,216 1,723 ― ―

(注) １　「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額

は以下のとおりであります。

 

区分
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 118 61 30 ―

 

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】
 

  
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)        

Ⅰ　流動資産        

１　現金及び預金   640   1,567  

２　受取手形 ※４  708   388  

３　売掛金   3,201   2,530  

４　商品   4   2  

５　製品   146   127  

６　原材料   535   367  

７　仕掛品   242   195  

８　貯蔵品   62   55  

９　前払費用   2   1  

10　繰延税金資産   90   94  

11　短期貸付金 ※３  150   151  

12　未収入金 ※３  2,576   1,680  

13　その他   7   7  

流動資産小計   8,369   7,169  

貸倒引当金   △1   △0  

流動資産合計   8,36866.0  7,16864.7

Ⅱ　固定資産        

(1) 有形固定資産
※１
※５

      

１　建物  2,005   1,999   

減価償却累計額  1,119 885  1,166 833  

２　構築物  135   135   

減価償却累計額  94 40  101 33  

３　機械及び装置  562   561   

減価償却累計額  523 39  529 31  

４　車両運搬具  6   4   

減価償却累計額  5 1  3 1  

５　工具、器具及び備品  892   922   

減価償却累計額  800 92  810 112  

６　土地   739   737  

有形固定資産合計   1,79914.2  1,75015.8

(2) 無形固定資産        

１　ソフトウェア   37   54  

２　電話加入権その他   11   11  

無形固定資産合計   48 0.4  65 0.6
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前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(3) 投資その他の資産        

１　投資有価証券 ※１  1,541   1,207  

２　関係会社株式   336   336  

３　関係会社出資金   491   491  

４　従業員長期貸付金   24   30  

５　関係会社長期貸付金   67   17  

６　長期前払費用   0   2  

７　敷金及び保証金   4   2  

８　その他   15   15  

投資その他の資産
小計

  2,480   2,103  

貸倒引当金   △11   △11  

投資その他の資産
合計

  2,46819.4  2,09118.9

固定資産合計   4,31634.0  3,90835.3

資産合計   12,685100.0  11,076100.0
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前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)        

Ⅰ　流動負債        

１　支払手形   1,653   1,132  

２　買掛金 ※３  2,032   1,510  

３　短期借入金   1,000   700  

４　一年内に返済する
　　長期借入金

※１  96   352  

５　未払金   65   86  

６　未払法人税等   28   77  

７　未払費用   268   298  

８　預り金   5   8  

９　前受収益   17   17  

10　設備工事等支払手形   2   3  

11　仮受金   33   17  

12　一年内に償還する
　　長期預り保証金

※１  24   24  

流動負債合計   5,22741.2  4,22938.2

Ⅱ　固定負債        

１　長期借入金 ※１  494   142  

２　長期預り保証金 ※１  383   358  

３　繰延税金負債   225   135  

４　退職給付引当金   418   384  

５　役員退職慰労引当金   36   ―  

６　未払役員退職慰労金   ―   40  

固定負債合計   1,55812.3  1,0619.6

負債合計   6,78553.5  5,29047.8
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前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)        

Ⅰ　株主資本        

１　資本金   1,50311.9  1,50313.6

２　資本剰余金        

(1) 資本準備金  1,442   1,442   

(2) その他資本剰余金  317   317   

資本剰余金合計   1,75913.9  1,75915.9

３　利益剰余金        

(1) 利益準備金  171   171   

(2) その他利益剰余金        

配当準備積立金  333   333   

買換資産積立金  26   26   

別途積立金  923   923   

繰越利益剰余金  652   701   

利益剰余金合計   2,10616.6  2,15519.4

４　自己株式   △160△1.3  △163△1.5

株主資本合計   5,20841.1  5,25547.4

Ⅱ　評価・換算差額等        

　　その他有価証券評価
　　差額金

  690   530  

評価・換算差額等合

計
  690 5.4  530 4.8

純資産合計   5,89946.5  5,78552.2

負債純資産合計   12,685100.0  11,076100.0
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② 【損益計算書】

  
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高        

１　製品売上高   7,96880.0  10,47086.5

２　商品売上高 ※１  1,79418.0  1,43111.8

３　不動産賃貸収入   204 2.0  204 1.7

売上高計   9,966100.0  12,106100.0

Ⅱ　売上原価        

１　期首製品棚卸高  93   146   

２　当期製品製造原価 ※７ 6,459   9,163   

３　支払修繕料  787   344   

計  7,340   9,654   

４　期末製品棚卸高 ※２ 146   127   

５　他勘定へ振替高 ※３ 25   22   

製品売上原価   7,16971.9  9,50578.5

６　期首商品棚卸高  9   4   

７　当期商品仕入高 ※４ 1,557   1,179   

計  1,567   1,183   

８　期末商品棚卸高  4   2   

９　他勘定へ振替高 ※５ 0   ―   

商品売上原価   1,56215.7  1,1809.8

10　不動産賃貸費用  41   40   

不動産賃貸原価   41 0.4  40 0.3

売上原価計   8,77488.0  10,72588.6

売上総利益   1,19212.0  1,38011.4

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※６       

１　販売費  413   429   

２　一般管理費 ※７ 421   469   

計   834 8.4  899 7.4

営業利益   357 3.6  481 4.0

Ⅳ　営業外収益        

１　受取利息  3   4   

２　受取配当金  6   75   

３　賃貸料収入  4   2   

４　その他  4   5   

計   18 0.2  87 0.7

Ⅴ　営業外費用        

１　支払利息  18   28   

２　減価償却費  0   0   

３　為替差損  12   167   

４　その他  5   4   

計   37 0.4  199 1.6

経常利益   338 3.4  368 3.1
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前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ　特別利益        

１　貸倒引当金戻入益  ―   0   

計   ― ―  0 0.0

Ⅶ　特別損失        

１　固定資産売却・
　　除却損

※８ 21   3   

２　減損損失 ※９ ―   4   

３　固定資産撤去費用  13   ―   

計   35 0.4  7 0.1

税引前当期純利益   303 3.0  361 3.0

法人税、住民税及び
事業税

 80   120   

法人税等調整額  35 115 1.1 80 200 1.7

当期純利益   187 1.9  160 1.3
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

 

 

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 1,503 1,442 317 1,759

事業年度中の変動額     

　剰余金の配当     

　役員賞与金     

　当期純利益     

　任意積立金の増減     

　自己株式の取得     

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

    

事業年度中の変動額合計(百万

円)
－ － － －

平成19年３月31日残高(百万円) 1,503 1,442 317 1,759

 

 

株主資本

利益剰余金

利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金合計
配当準備積立金

買換資産積立

金
別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 171 333 26 923 549 2,004

事業年度中の変動額       

　剰余金の配当     △79 △79

　役員賞与金     △6 △6

　当期純利益     187 187

　任意積立金の増減   △0  0 －

　自己株式の取得       

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

      

事業年度中の変動額合計(百万

円)
－ － △0 － 102 102

平成19年３月31日残高(百万円) 171 333 26 923 652 2,106

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) △159 5,108 658 658 5,767

事業年度中の変動額      

　剰余金の配当  △79   △79

　役員賞与金  △6   △6

　当期純利益  187   187

　任意積立金の増減  －   －

　自己株式の取得 △1 △1   △1

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

 － 32 32 32
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事業年度中の変動額合計(百万

円)
△1 100 32 32 132

平成19年３月31日残高(百万円) △160 5,208 690 690 5,899
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当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

 

 

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成19年３月31日残高(百万円) 1,503 1,442 317 1,759

事業年度中の変動額     

　剰余金の配当     

　当期純利益     

　任意積立金の増減     

　自己株式の取得     

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

    

事業年度中の変動額合計(百万

円)
－ － － －

平成20年３月31日残高(百万円) 1,503 1,442 317 1,759

 

 

株主資本

利益剰余金

利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金合計
配当準備積立金

買換資産積立

金
別途積立金 繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高(百万円) 171 333 26 923 652 2,106

事業年度中の変動額       

　剰余金の配当     △111 △111

　当期純利益     160 160

　任意積立金の増減   △0  0 －

　自己株式の取得       

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

      

事業年度中の変動額合計(百万

円)
－ － △0 － 48 48

平成20年３月31日残高(百万円) 171 333 26 923 701 2,155

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) △160 5,208 690 690 5,899

事業年度中の変動額      

　剰余金の配当  △111   △111

　当期純利益  160   160

　任意積立金の増減  －   －

　自己株式の取得 △2 △2   △2

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

 － △159 △159 △159

事業年度中の変動額合計(百万

円)
△2 46 △159 △159 △113

平成20年３月31日残高(百万円) △163 5,255 530 530 5,785
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重要な会計方針

 
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び評価方法

　1)　子会社株式

　　　　移動平均法による原価法

１　有価証券の評価基準及び評価方法

　1)　子会社株式

　　　　同左

　2)　その他有価証券

　　　時価のあるもの……

　　　　決算末日の市場価格等に基づく時価法

　　　　(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）

　　　時価のないもの……

　　　　移動平均法による原価法

　2)　その他有価証券

　　　時価のあるもの……

　　　　同左

　　　　　

　　　　　

　　　時価のないもの……

　　　　同左

２　デリバティブ取引により生じる債権及び債務の

　　評価基準及び評価方法

　　時価法

２　デリバティブ取引により生じる債権及び債務の

　　評価基準及び評価方法

　　同左

３　棚卸資産の評価基準及び評価方法

　1) 製品

　　　　総平均法による低価法

　2) 仕掛品

　　　　総平均法による原価法

　3) 商品、原材料、貯蔵品

　　　　最終仕入原価法

３　棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　同左

４　固定資産の減価償却の方法

　1)　有形固定資産

　　　　定率法

　　　ただし、平成10年４月１日以降取得した建物(建物

附属設備を除く)については、定額法によってお

ります。

　　　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法

に規定する方法と同一の基準によっておりま

す。

４　固定資産の減価償却の方法

　1)　有形固定資産

　　　　定率法

　　　ただし、平成10年４月１日以降取得した建物(建物

附属設備を除く)については、定額法によってお

ります。

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によっておりま

す。

　（会計方針の変更）

法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成19

年４月１日以降に取得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に

変更しております。これにより、営業利益、経常利

益および税引前当期純利益はそれぞれ13百万円

減少しております。

　（追加情報）

平成19年度の法人税法改正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得した資産については、改正前の法

人税法に基づく減価償却の方法の適用により取

得価額の５％に到達した事業年度の翌事業年度

より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額

を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含め

て計上しております。

これにより、営業利益、経常利益および税引前当期

純利益がそれぞれ11百万円減少しております。

　2)　無形固定資産

　　　　定額法

　　　ただし、ソフトウェア(自社利用)については、社内

における利用可能期間(５年)に基づく定額法

　2)　無形固定資産

　　　　同左
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前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

５　引当金の計上基準

　1)　貸倒引当金

　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上しております。

５　引当金の計上基準

　1)　貸倒引当金

　　　　同左

　2)　退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるため、当期末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。

　　　過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(８年)による按分

額を費用処理しております。

数理計算上の差異は、各期の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(８年)による按分額をそれぞれ発生の翌期よ

り費用処理しております。

　2)　退職給付引当金

　同左

　3)　役員退職慰労引当金

　　　役員の退職慰労金の支払いに備えるため、当社所

定の基準に基づく期末要支給額の100％を計

上しております。

　3)　役員退職慰労引当金

　　　　　　　　―――――

（追加情報）

役員報酬制度の見直しの一環として平成19年6月28

日開催の第72回定時株主総会終結時をもって役員退

職慰労金制度を廃止いたしました。制度廃止時まで

の在任期間に応じた役員退職慰労金については、同

定時株主総会で打切り支給を決議し、取締役および

監査役のそれぞれの退任時に支給することとしまし

た。

これに伴い、役員退職慰労引当金は全額取崩して「未

払役員退職慰労金」（40百万円）に振り替えており

ます。

６　リース取引の処理方法

　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

６　リース取引の処理方法

　　　同左

７　消費税等の会計処理

　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっておりま

す。

７　消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によって

おります。
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(会計処理の変更)

 
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(役員賞与に関する会計基準)

役員賞与については、従来は利益処分により未処分利益

の減少として会計処理しておりましたが、当事業年度か

ら「役員賞与に関する会計基準」(企業会計基準委員会

　平成17年11月29日　企業会計基準第４号)を適用し、発

生時に費用処理しております。この変更により従来の場

合と比較して、営業利益、経常利益および税引前当期純

利益がそれぞれ7百万円減少しております。

 

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準)

当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」(企業会計基準委員会平成17年12月9日

　企業会計基準第5号)及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基

準委員会　平成17年12月9日　企業会計基準適用指針第8

号)を適用しております。この変更による損益への影響

はありません。従来の「資本の部」の合計に相当する

金額は5,899百万円であります。

財務諸表等規則の改正により、当事業年度における財

務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成してお

ります。

　　　　　　　　―――――

 

 

 

 

 

 

 

　　　　　　　　―――――
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注記事項

(貸借対照表関係)

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

※１　担保の状況

 種類
金額
(百万円)

担保に供
している
資産

建物 365

土地 266

投資有価証券 1,037

計 1,669

対象債務

一年以内に返済する
長期借入金

96

長期借入金 494

一年以内に償還する
長期預り保証金

24

長期預り保証金 383

計 998

　　　上記債務の他、子会社借入金47百万円について投資有

価証券を担保提供しております。

※１　担保の状況

 種類
金額
(百万円)

担保に供
している
資産

建物 349

土地 266

投資有価証券 805

計 1,421

対象債務

一年以内に返済する
長期借入金

352

長期借入金 142

一年以内に償還する
長期預り保証金

24

長期預り保証金 358

計 877

　

　２　偶発債務

　　　保証債務残高は次のとおりであります。

(相手先) (債務内容) (金額)

　㈱福島セコニック  借入金  275百万円

　㈱函館セコニック  借入金  276

　三誠精密有限公司  買掛金  22

　計    573

　２　偶発債務

　　　保証債務残高は次のとおりであります。

(相手先) (債務内容) (金額)

　㈱福島セコニック  借入金  282百万円

　㈱函館セコニック  借入金  147

　三誠精密有限公司  買掛金  33

　計    462

※３　関係会社に対する主な資産・負債

　　　区分掲記した以外で各科目に含まれているものは次

のとおりであります。

短期貸付金  149百万円

未収入金  2,543

買掛金  212

※３　関係会社に対する主な資産・負債

　　　区分掲記した以外で各科目に含まれているものは次

のとおりであります。

短期貸付金  149百万円

未収入金  1,663

買掛金  338

※４　期末日満期手形

当事業年度末日が金融機関休業日であるため、

期末日満期手形は満期日に交換が行われたもの

とみなして処理しております。

期末日満期受取手形 34百万円

 

―――――
 

 

―――――
 

※５　有形固定資産

　　　減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれてお

ります。
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(損益計算書関係)

 
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　このうち部品売上高511百万円があります。 ※１　このうち部品売上高409百万円があります。
※２　期末製品棚卸高は、低価法による評価減2百万円

を行った後の金額により計上しております。
※２　期末製品棚卸高は、低価法による評価減0百万円

を行った後の金額により計上しております。
※３　他勘定へ振替高の内訳は次のとおりであります。

　広告宣伝費 4百万円

　販売促進費 4

　試作費 3

　その他 12

　計 25

※３　他勘定へ振替高の内訳は次のとおりであります。

　販売促進費 8百万円

　原材料 4

　広告宣伝費 2

　その他 6

　計 22

※４このうち部品売上原価461百万円があります。 ※４このうち部品売上原価329百万円があります。
※５他勘定へ振替高の内訳は次のとおりであります。

　販売促進費 0百万円

―――――
 

※６販売費及び一般管理費の主要な費用及び金額は次
のとおりであります。

 (販売費)  

　荷造・運搬費 41百万円

　退職給付費用 9

　給料手当 153

　従業員賞与 43

　福利厚生費 25

　減価償却費 14

　旅費交通費 36

 (一般管理費)  

　役員報酬 82百万円

　給料手当 70

　退職給付費用 4

　従業員賞与 25

　福利厚生費 34

　役員退職慰労引当金
繰入額

16

　手数料 53

　賃借料 25

　減価償却費 10

※６販売費及び一般管理費の主要な費用及び金額は次
のとおりであります。

 (販売費)  

　荷造・運搬費 44百万円

　退職給付費用 7

　給料手当 157

　従業員賞与 58

　福利厚生費 28

　減価償却費 11

　旅費交通費 36

 (一般管理費)  

　役員報酬 103百万円

　給料手当 101

　退職給付費用 5

　従業員賞与 21

　福利厚生費 39

　役員退職慰労引当金
繰入額

4

　手数料 55

　賃借料 26

　減価償却費 10

※７一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発
費は、397百万円であります。

※７一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発
費は、564百万円であります。

※８固定資産売却・除却損の内訳は次のとおりであり
ます。
工具、器具及び備品除却
損

10百万円

その他の除却損 10

計 21

※８固定資産売却・除却損の内訳は次のとおりであり
ます。
工具、器具及び備品除却
損

3百万円

その他の除却損 0

計 3
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前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

 
―――――

 

※９減損損失

　　当社は、以下の資産について減損損失を計上しました。

用途 種類 場所
金額
(百万円)

遊休 土地 群馬県吾妻郡嬬恋村 1

遊休 建物 群馬県吾妻郡嬬恋村 0

遊休 保証金 ― 2

  計 4

　（経緯）

上記の資産につきましては、従業員の福利厚生施設

として取得しましたが、利用が全く無く、現在は遊休資

産となっております。今後の利用見込みも無く、また、

売却には長期間を要するため、減損損失を認識いたし

ました。

　（グルーピングの方法）

事業部門別を基本としておりますが、製造部門にお

いては工場を単位とし、将来の使用が見込まれていな

い遊休資産については個々の物件単位でグルーピング

をしております。

　（回収可能価額の算定方法等）

正味売却価額により算定しており、売却実現性が乏

しいことを勘案し、0円まで減額いたしました。
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 　　　　　　895,058 　　　　　　　6,171 　　　　　　　　－ 　　　　　　901,229

 

　　（変動事由の概要）

　　増加数の内訳は、次の通りであります。

　　　単元未満株式の買取りによる増加　6,171株

 

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 　　　　　　901,229 　　　　　　　7,274 　　　　　　　　－ 　　　　　　908,503

 

　　（変動事由の概要）

　　増加数の内訳は、次の通りであります。

　　　単元未満株式の買取りによる増加　7,274株
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(リース取引関係)

 
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

　1)　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

 工具、器具及び備品

取得価額相当額 18百万円

減価償却累計額相当額 8

期末残高相当額 10

　　　なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高

等に占める未経過リース料期末残高の割合が低

いため、財務諸表等規則第８条の６第２項の規

定に基づき、「支払利子込み法」により算定し

ております。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

　1)　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

 工具、器具及び備品

取得価額相当額 50百万円

減価償却累計額相当額 12

期末残高相当額 37

　　　なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高

等に占める未経過リース料期末残高の割合が低

いため、財務諸表等規則第８条の６第２項の規

定に基づき、「支払利子込み法」により算定し

ております。

　2)　未経過リース料期末残高相当額

１年内 3百万円

１年超 6

計 10

　　　なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固定

資産の期末残高等に占めるその割合が低いた

め、財務諸表等規則第８条の６第２項の規定に

基づき、「支払利子込み法」により算定してお

ります。

　2)　未経過リース料期末残高相当額

１年内 9百万円

１年超 28

計 37

　　　なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固定

資産の期末残高等に占めるその割合が低いた

め、財務諸表等規則第８条の６第２項の規定に

基づき、「支払利子込み法」により算定してお

ります。

　3)　支払リース料及び減価償却費相当額

　支払リース料 10百万円

　減価償却費相当額 10

　3)　支払リース料及び減価償却費相当額

　支払リース料 8百万円

　減価償却費相当額 8

　4)　減価償却相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

　4)　減価償却相当額の算定方法

　　　同左
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(有価証券関係)

前事業年度(自平成18年４月１日　至平成19年３月31日)及び当事業年度(自平成19年４月１日　至

平成20年３月31日)における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

 

(税効果会計関係)

 
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

　(繰延税金資産)  

　　 退職給付引当金 169百万円

　　 投資有価証券評価損 71

　　 未払賞与 59

     役員退職慰労引当金 14

　　 棚卸資産評価損 14

     未払社会保険料 7

     未払事業税 3

　　 その他 11

　　　 繰延税金資産合計 353

　(繰延税金負債)  

　 　その他有価証券評価差額金 △470

　　 買換資産積立金 △17

　　 繰延税金負債合計 △487

　　　 繰延税金負債の純額 △134

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

　(繰延税金資産)  

　　 退職給付引当金 155百万円

　　 未払賞与 61

　　 投資有価証券評価損 39

     役員退職慰労引当金 16

　　 棚卸資産評価損 12

     未払社会保険料 8

     未払事業税 7

　　 その他 10

　　　 小計 311

　　 評価性引当額 △39

　　　 繰延税金資産合計 272

　(繰延税金負債)  

　 　その他有価証券評価差額金 △295

　　 買換資産積立金 △17

　　 繰延税金負債合計 △313

　　　 繰延税金負債の純額 △40

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　　法定実効税率　　　　　　　　　　　　　40.5％

　　(調整)

　　交際費　　　　　　　　　　　　　　　　 0.5％

　　住民税均等割額　　　　　　　　　　　　 1.5％

　　研究開発減税による税額控除　　　　　 △4.0％

　　その他　　　　　　　　　　　　　　　 △0.3％

　税効果会計適用後の法人税等の負担

率
　38.2％

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　　法定実効税率　　　　　　　　　　　　　40.5％

　　(調整)

　　交際費　　　　　　　　　　　　　　　　 0.5％

　　住民税均等割額　　　　　　　　　　　　 1.3％

　　投資有価証券評価減戻し　　　　　　　　19.9％

　　研究開発減税による税額控除　　　　　 △5.1％

　　その他　　　　　　　　　　　　　　   △1.5％

　税効果会計適用後の法人税等の負担

率
  55.6％
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(１株当たり情報)

 

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 371円06銭 364円09銭

１株当たり当期純利益 11円80銭 10円08銭

 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式が存

在しないため、記載しておりませ

ん。

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式が存

在しないため、記載しておりませ

ん。

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

項目
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額

(百万円)
5,899 5,785

普通株式に係る純資産額（百万円） 5,899 5,785

差額の主な内訳（百万円） － －

普通株式の発行済株式数（株） 16,800,000 16,800,000

普通株式の自己株式数（株） 901,229 908,503

1株当たり純資産額の算定に用いら

れた普通株式の数（株）
15,898,771 15,891,497

 

２　１株当たり当期純利益

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当期純利益(百万円) 187 160

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 187 160

普通株式の期中平均株式数（株） 15,901,683 15,894,624

 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社セコニック(E02287)

有価証券報告書

 82/102



④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

 

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)   

　その他有価証券   

　　コニカミノルタホールディング
ス㈱

399,060 540

　　オリンパス㈱ 158,000 477

　　㈱三井住友フィナンシャルグ
ループ

126 82

　　㈱いなげや 50,000 45

　　㈱みずほフィナンシャルグルー
プ

82 30

　　日本フェンオール㈱ 20,000 16

　　㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・
グループ

11,000 9

　　東亜ディーケーケー㈱ 13,200 5

計 651,469 1,207
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【有形固定資産等明細表】

 

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は

償却累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産        

　建物 2,005 ― 5 1,999 1,166
(0)
51

833

　構築物 135 ― ― 135 101 6 33

　機械及び装置 562 ― 1 561 529 7 31

　車両運搬具 6 1 3 4 3 1 1

　工具、器具及び

　備品
892 97 67 922 810 74 112

　土地 739 ―
(1)
1

737 ― ― 737

有形固定資産計 4,342 98
(1)
79

4,361 2,610
(0)

141
1,750

無形固定資産        

　ソフトウェア 113 32 48 98 43 15 54

　電話加入権その他 15 ― 2 12 1 0 11

無形固定資産計 128 32 51 110 44 15 65

長期前払費用 8 3 5 5 1 0
(0)
3

繰延資産        

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

(注) １　工具、器具及び備品の当期増加額は、レオメーター(4百万円)及び金型(70百万円)の購入が主なものであ

ります。また、当期減少額は、生産設備(20百万円)及び金型(40百万円)の除却が主なものであります。

　　２　長期前払費用の差引当期末残高の括弧金額(内書)は、貸借対照表日から起算して１年以内に償却されるも

のであるため、貸借対照表においては流動資産中「前払費用」に表示しております。

　　 ３　当期減少額及び当期償却額の括弧金額(内書)は、減損損失の計上額であります。

　　 ４　当期末減価償却累計額又は償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

 

【引当金明細表】

 

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 13 ― ― 0 12

役員退職慰労引当金 36 4 ― 40 ―

(注) １　貸倒引当金の当期減少額中「その他」の金額は、洗替えによる戻入額であります。

　　２　役員退職慰労引当金の当期減少額中「その他」の金額は、役員退職慰労金制度の廃止に伴う「未払役員退

職慰労金」への振替額であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

ａ　資産の部

　流動資産

1)　現金及び預金

 

区分 金額(百万円)

現金 0

預金  

当座預金 1,429

普通預金 96

定期預金 40

別段預金 0

小計 1,566

合計 1,567

 

2)　受取手形

(a) 相手先別内訳

 

相手先 金額(百万円)

グラフテック㈱ 195

ワールドオートプレート㈱ 24

藤倉商事㈱ 19

大和コンピューターサービス㈱ 18

㈱中外 15

その他 113

計 388
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(b) 期日別内訳

 

満期日 金額(百万円)

平成20年４月満期 134

　 〃 　５月 〃 80

　 〃 　６月 〃 73

　 〃 　７月 〃 91

　 〃 　８月以降 〃 8

計 388

 

3)　売掛金

(a) 相手先別内訳

 

相手先 金額(百万円)

㈱セイコーアイ・インフォテック 456

ＣＢＣ㈱ 182

東芝マテリアル㈱ 178

マミヤアメリカコーポレーション 176

コニカミノルタビジネステクノロジーズ㈱ 163

その他 591

小計 1,748

(売掛金一括支払分残高)  

コニカミノルタビジネステクノロジーズ㈱ 730

コニカミノルタＩＪ㈱ 27

その他 24

小計 781

合計 2,530
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(b) 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

 

期首残高
(Ａ)
(百万円)

当期発生高
(Ｂ)
(百万円)

当期回収高
(Ｃ)
(百万円)

期末残高
(Ｄ)
(百万円)

回収率(％)
 

(Ｃ)
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(ヶ月)
 
(Ｄ)

(Ｂ)／(12)

3,201 17,869 18,540 2,530 88.0 1.70

(注)　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記当期発生高には消費税等が含まれております。

 

4)　商品

 

内訳 金額(百万円)

光学電子情報機器 2

電装機材 0

計 2

 

5)　製品
 

内訳 金額(百万円)

光学電子情報機器 118

事務機器 9

計 127

 

6)　原材料
 

内訳 金額(百万円)

事務機器 部品材料 193

光学電子情報機器 　 〃 173

計 367
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7)　仕掛品
 

内訳 金額(百万円)

光学電子情報機器 135

事務機器 59

計 195

 

8)　貯蔵品
 

内訳 金額(百万円)

消耗工具 47

外研仮勘定 7

その他 0

計 55

 

9)　未収入金
 

内訳 金額(百万円)

セコニック(香港)有限公司　　　　　　　　　 (注)1 927

㈱福島セコニック　　　　　　　　　　　　　 (注)1 735

その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (注)2 17

計 1,680

(注) １　材料有償支給代他

２　未収消費税等他
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ｂ　負債の部

　流動負債

1)　支払手形

(a) 相手先別内訳

 

相手先 金額(百万円)

共信テクノソニック㈱ 158

長島梱包㈱ 57

日立金属アドメット㈱ 47

㈱エヌ・ティー・ジー 47

ユニバース光学工業㈱ 33

その他 788

計 1,132

 

(b) 期日別内訳

 

満期日 金額(百万円)

平成20年４月満期 296

　 〃 　５月 〃 285

　 〃 　６月 〃 288

　 〃 　７月 〃 246

　 〃 　８月 〃 16

計 1,132

 

2)　買掛金

 

相手先 金額(百万円)

㈱セイコーアイ・インフォテック 272

マックス㈱ 226

㈱福島セコニック 197

セコニック(香港)有限公司 97

菱電商事㈱ 56

その他 659
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計 1,510
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3)　短期借入金

 

相手先 金額(百万円) 返済期限 使途 担保

㈱みずほコーポレート銀行 190 平成20年６月 運転資金 なし

㈱三井住友銀行 280 平成20年６月 運転資金 なし

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 210 平成20年６月 運転資金 なし

㈱東京都民銀行 20 平成21年１月 運転資金 なし

計 700    

 

4)　設備工事等支払手形

(a) 相手先別内訳

 

相手先 金額(百万円)

高山理化精機㈱ 1

その他 2

計 3

 

(b) 期日別内訳

 

満期日 金額(百万円)

平成20年４月満期 0

　 〃 　５月 〃 1

　 〃 　６月 〃 0

　 〃 　７月 〃 0

計 3

 

 

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 10,000株券、1,000株券、500株券、100株券、50株券、10株券、１株券、100株未満券

剰余金の配当の基準日
９月30日
３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え  

　　取扱場所
東京都中央区八重洲一丁目２番１号

みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都中央区八重洲一丁目２番１号

みずほ信託銀行株式会社

　　取次所
みずほ信託銀行株式会社　全国各支店

みずほインベスターズ証券株式会社　本店・全国各支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 印紙税相当額

　　株券喪失登録に伴う
　　手数料

1.喪失登録　　　１件につき 10,000円
2.喪失登録株券　１枚につき    500円

単元未満株式の買取り
・買増し

 

　　取扱場所
東京都中央区八重洲一丁目２番１号

みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都中央区八重洲一丁目２番１号

みずほ信託銀行株式会社

　　取次所
みずほ信託銀行株式会社　全国各支店

みずほインベスターズ証券株式会社　本店・全国各支店

　　買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他のやむを得ない事由によっ
て電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。
なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりで
す。
http://www.sekonic.co.jp/

株主に対する特典 なし

（注）当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。

会社法第189条第２項各号に掲げる権利

会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利

株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

 

(1) 
 

有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度
(第72期)

自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

 平成19年６月29日
関東財務局長に提出。

 
(2) 

 
半期報告書

 
(第73期中)

 
自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日

 
 
平成19年12月20日
関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

平成19年６月28日

株式会社セコニック

取　締　役　会　御　中

麹　町　監　査　法　人

 

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士　　塩　　川　　長　　二　　㊞

   

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士　　三　　田　　和　　男　　㊞

   

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社セコニックの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財

務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ること

を求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経

営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、株式会社セコニック及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上
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※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書
 

 

平成20年６月17日

株式会社セコニック

取　締　役　会　御　中

東　陽　監　査　法　人

 

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士　　本　　橋　　隆　　夫　　㊞

   

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士　　福　　田　　　裕　　　　㊞

   

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士　　木　　村　　　健　　　　㊞

   

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社セコニックの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計

年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結

キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ること

を求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経

営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、株式会社セコニック及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書
 

 

平成19年６月28日

株式会社セコニック

取　締　役　会　御　中

　麹　町　監　査　法　人

 

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士　　塩　　川　　長　　二　　㊞

   

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士　　三　　田　　和　　男　　㊞

   

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社セコニックの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第72期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。

この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求

めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者

によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監

査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社セコニックの平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の

経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上
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※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書
 

 

平成20年６月17日

株式会社セコニック

取　締　役　会　御　中

　東　陽　監　査　法　人

 

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士　　本　　橋　　隆　　夫　　㊞

   

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士　　福　　田　　　裕　　　　㊞

   

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士　　木　　村　　　健　　　　㊞

   

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社セコニックの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第73期事

業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について

監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表

に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求

めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者

によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監

査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社セコニックの平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の

経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上
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※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。
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